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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 

原子炉施設保安規定の変更認可申請の補正について 

 

 

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第３７条第１項の規定に基

づき、令和元年１１月１５日付け令０１原機（科保）０２８をもって申請した国立研

究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所原子炉施設保安規定の変更認可

申請を別紙のとおり補正いたします。 



別紙 

原子力科学研究所原子炉施設保安規定の変更（補正） 

令和元年１１月１５日付け令０１原機（科保）０２８をもって申請した国立研究開

発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所原子炉施設保安規定の変更認可申

請書を次のとおり補正する。 

１．補正の内容 

（１）変更認可申請書の別紙の変更

１）変更認可申請書の別紙を別紙１に改める。

（２）変更認可申請書の別添の変更

変更認可申請書の別添（原子炉施設保安規定 新旧対照表）を別紙２に改め

る。なお、別紙２においては、令和３年２月９日付け原規規発第2102095号で認

可を受けた原子炉施設保安規定に対して、以下の補正を含む全ての変更の内容

を示す。 

１）第８編において、廃止措置に伴い施設管理に係る活動を変更する。

２．補正の理由 

（１）変更認可申請書の別紙の変更

変更する事項を明確化するため。

（２）変更認可申請書の別添の変更

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の改正（令和２年

４月１日付け施行）に伴う試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に

関する規則等の改正内容を反映するため。 

３．施行期日 

この規定は、原子力規制委員会の認可日以降、理事長が別に定める日から施行す

る。 

以上 
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別紙１ 

原子力科学研究所原子炉施設保安規定の変更の内容及び理由 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所原子炉施設保安規定

の主な変更の内容及び理由は、以下のとおりである。 

 

１．変更の内容 

変更の内容は以下のとおり。詳細を別添「新旧対照表」に示す。 

（１）ＴＣＡ廃止措置に伴う変更 

１）第１編及び第８編において、ＴＣＡの保安の監督を行う者をＴＣＡ原子炉主

任技術者から、ＴＣＡ廃止措置施設保安主務者に変更する。 

２）第１編及び第８編において、ＴＣＡ運転長に関する記載を削除する。 

３）第１編及び第８編において、ＴＣＡの運転に関する記載を削除する。 

４）第１編及び第８編において、廃止措置中の保安教育に関する記載を追加する。 

５）第１編において、試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規

則第６条に基づき記録すべき事項を変更する。 

６）第１編、第２編及び第８編において、保管廃棄施設の設定に伴う放射性廃棄

物の管理に係る記載を追加する。 

７）第８編において、放射線測定機器及び警報装置の作動条件を変更する。 

８）第８編において、廃止措置に伴い施設管理に係る活動を変更する。 

９）第８編において、機能停止措置に関する記載を追加する。 

10）第８編において、燃料要素の受入れに関する記載を削除する。 

11）第８編において、燃料要素の輸送容器への収納に関する記載を追加する。 

12）第８編において、燃料要素の情報の引渡しに関する記載を追加する。 

13）第８編において、警報装置及び緊急停止連動装置が作動した場合の措置に関

する記載を削除する。 

 

（２）記載の適正化 

１）条の削除及び整理により、条番号、項番号及び号番号を一部変更する。 

２）用語の適正化を行う。 

 

２．変更の理由 

（１）ＴＣＡ廃止措置に伴う変更 

１）ＴＣＡ原子炉主任技術者に代わり、ＴＣＡ廃止措置施設保安主務者を選任す

るため。 

２）、３）及び13）ＴＣＡの運転を行わないため。 

４）廃止措置期間中の保安教育の内容を明確化するため。 

５）試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則に基づく記録を

廃止措置中に必要な記録に変更するため。 

６）保管廃棄施設の設定に伴う放射性廃棄物の管理を明確化するため。 

７）廃止措置期間中に必要な放射線測定機器及び警報装置の作動条件に変更する

ため。 
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８）廃止措置期間中に実施する施設管理に係る活動に変更するため。 

９）機能停止措置を明確化するため。 

10）燃料要素の受入れを行わないため。 

11）燃料要素の輸送容器への収納を明確化するため。 

12）燃料要素の情報の引渡しを明確化するため。 

 

（２）記載の適正化 

１）条項番号の適正化のため。 

２）用語の適正化のため。 

 

３．施行期日 

この規定は、原子力規制委員会の認可日以降、理事長が別に定める日から施行す

る。 

 

以上 



別紙２

国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構

原⼦⼒科学研究所原⼦炉施設保安規定

新旧対照表

第１編 総則

令和３年２⽉

国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構



原子力科学研究所原子炉施設保安規定 新旧対照表（第１編 総則）

Ⅰ－1 

変 更 前 変 更 後 備 考

第１編 総則

目 次  （省略）

第１編 総則

目 次  （変更なし）

第１章  通則  （省略） 第１章  通則  （変更なし）

第２章 保安管理体制

第１節 組織及び職務

第６条  （省略）

第２章 保安管理体制

第１節 組織及び職務

第６条  （変更なし）

（職務）

第７条 原子炉施設の保安に関する各職位と職務は次のとおりとする。

(1) ～ (38)  （省略）

(39) 臨界技術第２課長は、施設管理者として、ＴＣＡ及びＦＣＡの本体施設に係る

運転及び保守、核燃料管理者として、ＴＣＡ及びＦＣＡにおける燃料要素の管理

並びに区域管理者として、ＴＣＡ及びＦＣＡの管理区域に係る放射線管理に関す

る業務を行う。

２ ～ ５ （省略）

（職務）

第７条 原子炉施設の保安に関する各職位と職務は次のとおりとする。

(1) ～ (38)  （変更なし）

(39) 臨界技術第２課長は、施設管理者として、ＦＣＡの本体施設に係る運転及び保

守、核燃料管理者として、ＦＣＡにおける燃料要素の管理並びに区域管理者とし

て、ＦＣＡの管理区域に係る放射線管理に関する業務を行う。また、施設管理者

として、ＴＣＡの本体施設の廃止措置の管理、核燃料管理者として、ＴＣＡにお

ける燃料要素の管理及び区域管理者として、ＴＣＡの管理区域に係る放射線管理

に関する業務を行う。

２ ～ ５ （変更なし）

ＴＣＡ廃止措置に伴う変更

ＴＣＡの運転に関する条項の削除に

伴う追記

第８条  （省略） 第８条  （変更なし）

（運転長の設置）

第９条 第７条第１項第 39 号に定める臨界技術第２課長の業務のうち、ＴＣＡ及びＦ

ＣＡに関する業務の一部を行わせるため、臨界技術第２課にＴＣＡ運転長及びＦＣ

Ａ運転長を置く。

２ 運転長の職務を補佐し、その職務を代理させるため、運転長代理を置く。

３ 運転長及び運転長代理は、所長が指名する。

（運転長の設置）

第９条 第７条第１項第 39 号に定める臨界技術第２課長の業務のうち、ＦＣＡに関す

る業務の一部を行わせるため、臨界技術第２課にＦＣＡ運転長を置く。

２ 運転長の職務を補佐し、その職務を代理させるため、運転長代理を置く。

３ 運転長及び運転長代理は、所長が指名する。

ＴＣＡ廃止措置に伴いＴＣＡ運転長

を削除

第 10 条  （省略） 第 10 条  （変更なし） 

第２節 委員会  （省略） 第２節 委員会 （変更なし）



原子力科学研究所原子炉施設保安規定 新旧対照表（第１編 総則） 

Ⅰ－2 
 

変 更 前 変 更 後 備 考 
第３節 原子炉主任技術者及び廃止措置施設保安主務者 

（原子炉主任技術者の選任） 
第 14 条 理事長は、法第 40 条の規定に基づき、次の表の左欄に掲げる施設の運転に関

する保安の監督を行わせるため、同表の右欄に掲げる原子炉主任技術者を原子炉主

任技術者免状を有する職員のうちから選任しなければならない。 
施  設 原子炉主任技術者 

ＪＲＲ－３ ＪＲＲ－３原子炉主任技術者 
Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ原子炉主任技術者 
Ｔ Ｃ Ａ Ｔ Ｃ Ａ原子炉主任技術者 
Ｆ Ｃ Ａ Ｆ Ｃ Ａ原子炉主任技術者 

ＳＴＡＣＹ ＳＴＡＣＹ原子炉主任技術者 
２ 理事長は、原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合その職務を代行させるた

め、必要に応じ代行者を原子炉主任技術者の免状を有する職員のうちから選任する。 
３ 周辺監視区域における放射線測定機器の運転に関する保安の監督を行う原子炉主

任技術者は、ＪＲＲ－３原子炉主任技術者とする。 
４ 廃棄物処理場の運転に関する保安の監督を行う原子炉主任技術者は、第１項の原子

炉主任技術者のうちから、理事長が選任する。 
５ 原子力科学研究所の共通施設に関する保安の監督を行う原子炉主任技術者（以下こ

の編において「共通施設原子炉主任技術者」という。）は、第１項の原子炉主任技術

者のうちから、理事長が選任する。 
 

第３節 原子炉主任技術者及び廃止措置施設保安主務者 
（原子炉主任技術者の選任） 
第 14 条 理事長は、法第 40 条の規定に基づき、次の表の左欄に掲げる施設の運転に関

する保安の監督を行わせるため、同表の右欄に掲げる原子炉主任技術者を原子炉主

任技術者免状を有する職員のうちから選任しなければならない。 
施  設 原子炉主任技術者 

ＪＲＲ－３ ＪＲＲ－３原子炉主任技術者 
Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ原子炉主任技術者 
（削る）  
Ｆ Ｃ Ａ Ｆ Ｃ Ａ原子炉主任技術者 

ＳＴＡＣＹ ＳＴＡＣＹ原子炉主任技術者 
２ 理事長は、原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合その職務を代行させるた

め、必要に応じ代行者を原子炉主任技術者の免状を有する職員のうちから選任する。 
３ 周辺監視区域における放射線測定機器の運転に関する保安の監督を行う原子炉主

任技術者は、ＪＲＲ－３原子炉主任技術者とする。 
４ 廃棄物処理場の運転に関する保安の監督を行う原子炉主任技術者は、第１項の原子

炉主任技術者のうちから、理事長が選任する。 
５ 原子力科学研究所の共通施設に関する保安の監督を行う原子炉主任技術者（以下こ

の編において「共通施設原子炉主任技術者」という。）は、第１項の原子炉主任技術

者のうちから、理事長が選任する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
廃止措置に伴いＴＣＡ原子炉主任技

術者を削除 
 

（廃止措置施設保安主務者の選任） 
第 14 条の２ 所長は、次の表の左欄に掲げる施設の廃止措置に関する保安の監督を行

わせるため、同表の右欄に掲げる廃止措置施設保安主務者を選任する。 
施   設 廃止措置施設保安主務者 
ＪＲＲ－２ ＪＲＲ－２廃止措置施設保安主務者 
ＪＲＲ－４ ＪＲＲ－４廃止措置施設保安主務者 

  
ＴＲＡＣＹ ＴＲＡＣＹ廃止措置施設保安主務者 

２  所長は、廃止措置施設保安主務者を、次の表の左欄に掲げる原子炉施設の状態に

応じて、同表の右欄に掲げる資格を有する職員のうちから、原子炉主任技術者免状

を有する者以外の場合は実務経験を考慮して選任しなければならない。 
原子炉施設の状態 廃止措置施設保安主務者の資格 

廃止措置施設に核燃料物質が

存在する場合 
以下のいずれかに該当する者 
①原子炉主任技術者免状を有する者 

（廃止措置施設保安主務者の選任） 
第 14 条の２ 所長は、次の表の左欄に掲げる施設の廃止措置に関する保安の監督を行

わせるため、同表の右欄に掲げる廃止措置施設保安主務者を選任する。 
施   設 廃止措置施設保安主務者 
ＪＲＲ－２ ＪＲＲ－２廃止措置施設保安主務者 
ＪＲＲ－４ ＪＲＲ－４廃止措置施設保安主務者 
Ｔ Ｃ Ａ Ｔ Ｃ Ａ廃止措置施設保安主務者 
ＴＲＡＣＹ ＴＲＡＣＹ廃止措置施設保安主務者 

２  所長は、廃止措置施設保安主務者を、次の表の左欄に掲げる原子炉施設の状態に

応じて、同表の右欄に掲げる資格を有する職員のうちから、原子炉主任技術者免状

を有する者以外の場合は実務経験を考慮して選任しなければならない。 
原子炉施設の状態 廃止措置施設保安主務者の資格 

廃止措置施設に核燃料物質が

存在する場合 
以下のいずれかに該当する者 
①原子炉主任技術者免状を有する者 

 
 
 
 
 
 
廃止措置に伴いＴＣＡ廃止措置施設

保安主務者を追加 
 



原子力科学研究所原子炉施設保安規定 新旧対照表（第１編 総則）

Ⅰ－3 

変 更 前 変 更 後 備 考

②核燃料取扱主任者免状を有する者

③技術士登録簿の原子力・放射線部門に登録を

受けた者

廃止措置施設に核燃料物質が

存在しない場合

以下のいずれかに該当する者

①原子炉主任技術者免状を有する者

②核燃料取扱主任者免状を有する者

③技術士登録簿の原子力・放射線部門に登録を

受けた者

④第１種放射線取扱主任者免状を有する者

３ 所長は、廃止措置施設保安主務者が職務を遂行できない場合その職務を代行させ

るため、必要に応じ代行者を前項に基づき選任する。

②核燃料取扱主任者免状を有する者

③技術士登録簿の原子力・放射線部門に登録を

受けた者

廃止措置施設に核燃料物質が

存在しない場合

以下のいずれかに該当する者

①原子炉主任技術者免状を有する者

②核燃料取扱主任者免状を有する者

③技術士登録簿の原子力・放射線部門に登録を

受けた者

④第１種放射線取扱主任者免状を有する者

３ 所長は、廃止措置施設保安主務者が職務を遂行できない場合その職務を代行させ

るため、必要に応じ代行者を前項に基づき選任する。

第 15 条 ～ 第 16 条 （省略） 第 15 条 ～ 第 16 条 （変更なし） 

第４節 独立検査組織 （省略） 第４節 独立検査組織 （変更なし） 

第３章 品質マネジメント計画 （省略） 第３章 品質マネジメント計画 （変更なし）

第４章 放射性廃棄物及び廃棄物の仕掛品の管理 （省略） 第４章 放射性廃棄物及び廃棄物の仕掛品の管理 （変更なし）

第４章の２ 共通施設の管理 （省略） 第４章の２ 共通施設の管理 （変更なし）

第５章 核燃料物質等の運搬 （省略） 第５章 核燃料物質等の運搬 （変更なし）

第６章 保安教育及び保安訓練 （省略） 第６章 保安教育及び保安訓練 （変更なし）

第７章 原子炉施設の定期的な評価 （省略） 第７章 原子炉施設の定期的な評価 （変更なし）

第８章 非常の場合に講ずべき措置 （省略） 第８章 非常の場合に講ずべき措置 （変更なし）

第９章 研究所に所属しない職員等、及び職員等以外の者に対する保安措置及び放射

線管理 （省略）

第９章 研究所に所属しない職員等、及び職員等以外の者に対する保安措置及び放射

線管理 （変更なし）

第 10 章 記録及び報告 （省略） 第 10 章 記録及び報告 （変更なし） 
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変 更 前 変 更 後 備 考

別表第１ 原子炉施設の区分（第３条関係）

区分 本体施設 利用施設 特定施設 

放射線管理施設 

屋 内 管 理

用 放 射 線

管理設備 

屋外管理用放射線管理

設備 

廃棄物処

理場 

（省略） 第 ２ 編 別

表第 15 に

掲 げ る 放

射 線 測 定

機器 

ＪＲＲ－２ （省略） 

ＪＲＲ－３ （省略） 

ＪＲＲ－４ （省略） 

ＮＳＲＲ （省略） 

ＴＣＡ (1)原子炉本体 (1)受変電設

備

第 ８ 編 別

表第 11（た

だ し 排 気

ダ ス ト モ

ニ タ を 除

く。）及び

別表第 12

に 掲 げ る

放 射 線 測

定機器 

第 ８ 編 別

表第 11 に

掲 げ る 排

気 ダ ス ト

モニタ

(2)計測制御系

統施設 

(2)非常用電

源設備 

(3)核燃料物質

貯蔵施設

― 
(3)気体廃棄

設備

(4)原子炉格納

施設

(4)液体廃棄

設備

(5)その他特定

施設以外の

設備

(5)空気圧縮

設備 

ＦＣＡ （省略） 

ＳＴＡＣＹ （省略） 

ＴＲＡＣＹ （省略） 

* ：ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹ共用

** ：ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹ一部共用 

別表第１ 原子炉施設の区分（第３条関係）

区分 本体施設 利用施設 特定施設 

放射線管理施設 

屋 内 管 理

用 放 射 線

管理設備 

屋外管理用放射線管理

設備 

廃棄物処

理場 

（省略） 第 ２ 編 別

表第 15 に

掲 げ る 放

射 線 測 定

機器 

ＪＲＲ－２ （省略） 

ＪＲＲ－３ （省略） 

ＪＲＲ－４ （省略） 

ＮＳＲＲ （省略） 

ＴＣＡ (1)原子炉本体 (1)受変電設

備

第 ８ 編 別

表第３（た

だ し 排 気

ダ ス ト モ

ニ タ を 除

く。）及び

別 表 第 ４

に 掲 げ る

放 射 線 測

定機器 

第 ８ 編 別

表 第 ３ に

掲 げ る 排

気 ダ ス ト

モニタ

(2)計測制

御系設 

(削る)  (削る)  

(2)核燃料物質

貯蔵施設

― 
(2)気体廃棄

設備

(3)原子炉格納

施設

(3)液体廃棄

設備

(4)その他特定

施設以外の

設備

(削る)  

ＦＣＡ （省略） 

ＳＴＡＣＹ （省略） 

ＴＲＡＣＹ （省略） 

* ：ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹ共用

** ：ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹ一部共用 

第８編の表番号の変更に伴う変更

解体対象施設である計測制御系統施

設、非常用電源設備及び空気圧縮設

備を削除、号番号の繰上げ

別表第１の２ ～ 別表第４ （省略） 別表第１の２ ～ 別表第４ （変更なし）
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変 更 前 変 更 後 備 考 
別表第５ 原子炉施設の保安活動に従事する者の保安教育実施方針（第 32 条関係） 

保安教育項目 

(教育時間数) 
教育内容 

放射線業務従事者 放射線業務従事

者以外 

職員等 
職員等以外 

職員等 職員等

以外 
長期 短期 

関係法令及び保安規定

の遵守に関すること 

 

(１時間以上) 

原子力関連の法令概要に関するこ

と。 
△ △ △ △ ○ 

本規定の保安管理体制、保安教育、

記録及び報告等に関すること。 

 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

品質マネジメントに関すること。 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

原子炉施設の構造､性能

及び運転に関すること 

＊2 

(2.5 時間以上) 

主要な設備の構造、機能、性能に関

すること。 

 

 

◎ 

 

 

◎ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 
主要な設備の運転管理及び保守管理

に関すること。 

異常時の措置に関すること。 

放射線管理に関するこ

と 

＊1 

(２時間以上) 

管理区域等の区分及び入退域管理に

関すること。 
◎ ◎ ◎ × × 

管理区域内の遵守事項等に関するこ

と。 

放射線等の測定、監視及び防護に関

すること。 
△ △ △ × × 

一般物品の搬出管理に関すること。 ◎ ◎ ◎ × × 

核燃料物質及び核燃料

物質によって汚染され

た物の取扱いに関する

こと 

＊1 

（1.5 時間以上） 

核燃料物質等の種類及び性状、並び

に臨界管理等に関すること。 

◎ ◎ ○ × × 核燃料物質等の運搬、貯蔵、廃棄の

作業方法等に関すること。 

非常の場合に講ずべき

処置に関すること 

（１時間以上） 

非常の場合に講ずべき処置の概要に

関すること。 
◎ ◎ ◎ ◎ ○ 

 

別表第５ 原子炉施設の保安活動に従事する者の保安教育実施方針（第 32 条関係） 

保安教育項目 

(教育時間数) 
教育内容 

放射線業務従事者 放射線業務従事

者以外 

職員等 
職員等以外 

職員等 職員等

以外 
長期 短期 

関係法令及び保安規定

の遵守に関すること 

 

(１時間以上) 

原子力関連の法令概要に関するこ

と。 
△ △ △ △ ○ 

本規定の保安管理体制、保安教育、

記録及び報告等に関すること。 

 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

品質マネジメントに関すること。 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

原子炉施設の構造､性能

及び運転に関すること 

＊2 

(2.5 時間以上) 

主要な設備の構造、機能、性能に関

すること。 

 

 

◎ 

 

 

◎ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 
主要な設備の運転管理及び保守管理

に関すること。 

異常時の措置に関すること。 

放射線管理に関するこ

と 

＊1 

(２時間以上) 

管理区域等の区分及び入退域管理に

関すること。 
◎ ◎ ◎ × × 

管理区域内の遵守事項等に関するこ

と。 

放射線等の測定、監視及び防護に関

すること。 
△ △ △ × × 

一般物品の搬出管理に関すること。 ◎ ◎ ◎ × × 

核燃料物質及び核燃料

物質によって汚染され

た物の取扱いに関する

こと 

＊1 

（1.5 時間以上） 

核燃料物質等の種類及び性状、並び

に臨界管理等に関すること。 

◎ ◎ ○ × × 核燃料物質等の運搬、貯蔵、廃棄の

作業方法等に関すること。 

非常の場合に講ずべき

処置に関すること 

（１時間以上） 

非常の場合に講ずべき処置の概要に

関すること。 
◎ ◎ ◎ ◎ ○ 

 

 

注記 
1. 各項目は毎年度１回以上実施する。ただし、変更・改正があったときは、その都度、

変更・改正内容に応じた時間教育する。 
2. 放射線業務従事者において、長期とは年間契約に基づく作業員を、短期とはその他

の契約の作業員をいう。短期の放射線業務従事者及び放射線業務従事者以外の者に

対する教育時間は、業務に応じた時間数とする。 
凡例 
◎： 全員が教育の対象 

注記 
1. 各項目は毎年度１回以上実施する。ただし、変更・改正があったときは、その都度、

変更・改正内容に応じた時間教育する。 
2. 放射線業務従事者において、長期とは年間契約に基づく作業員を、短期とはその他

の契約の作業員をいう。短期の放射線業務従事者及び放射線業務従事者以外の者に

対する教育時間は、業務に応じた時間数とする。 
凡例 
◎： 全員が教育の対象 
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変 更 前 変 更 後 備 考

○： 業務に関連する者が対象（業務に応じ省略することができる）

△： 第 32 条４項に掲げる者は免除することができる項目

×：対象外

＊１：放射線業務従事者の指定教育受講状況に応じて省略ができる項目

＊２：廃止措置期間中の施設については廃止措置に関すること。ただし、ＪＲＲ－２、

ＪＲＲ－４及びＴＲＡＣＹの教育内容については、それぞれ第４編、第６編及び第

12 編に示す。 

○： 業務に関連する者が対象（業務に応じ省略することができる）

△： 第 32 条４項に掲げる者は免除することができる項目

×：対象外

＊１：放射線業務従事者の指定教育受講状況に応じて省略ができる項目

＊２：廃止措置期間中の施設については廃止措置に関すること。ただし、ＪＲＲ－２、

ＪＲＲ－４、ＴＣＡ及びＴＲＡＣＹの教育内容については、それぞれ第４編、第６

編、第８編及び第 12 編に示す。 
ＴＣＡ廃止措置に伴う追加

別表第５の２ ～ 別表第５の３ （省略） 別表第５の２ ～ 別表第５の３ （変更なし）

別表第６ 試験炉規則に基づく記録(第 48 条関係) 

記 録 事 項 
記録すべき

場合 

記録責任

者 

保存責任

者 
保存期間 

保安規定各編の該当条番号 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 11 12 

１．試験研究用

等原子炉施設の

施設管理（試験

炉規則第９条第

１項に規定する

ものをいう。以

下この表におい

て同じ。）に係る

記録 

イ 使用前確認

の結果 

確認の都度 施設管理

者 

施設管理

統括者 

同一事項

に関する

次の確認

のときま

での期間 

30 

の 

11 

42 

の 2 

29 

の 2 

11 

の 2 

30 

の 2 

9 27 

の 2 

21 

の 2 

22 

の 2 

25 

の 2 

7 

の 2 

ロ 試験炉規則

第９条第１項

第４号の規定

による施設管

理の実施状況

及びその担当

者の氏名 

施設管理の

実施の都度 

施設管理

者 

施設管理

統括者 

施設管理

を実施し

た試験研

究用等原

子炉施設

を解体又

は廃棄し

た後５年

が経過す

るまでの

期間 

30 

の 4 

30 

の 5 

30

の 6 

30 

の 9 

37 

の 2 

37 

の 3 

37 

の 4 

39 

22 

の 7 

22 

の 8 

22 

の 9 

27 

8 

の 2 

8 

の 3 

9 

27 

の 2 

27 

の 3 

27 

の 4 

28 

6 

の 3 

6 

の 4 

7 

24 

の 2 

24 

の 3 

24 

の 4 

25 

18 

の 2 

18 

の 3 

18 

の 4 

19 

19 

の 2 

19 

の 3 

19 

の 4 

20 

22 

の 2 

22 

の 3 

22 

の 4 

23 

4の 

13 

4の 

14 

5 

ハ 試験炉規則

第９条第１項

第５号の規定

による施設管

理方針、施設

管理目標及び

施設管理実施

計画の評価の

結果及びその

評価の都度 施設管理

者 

施設管理

統括者 

評価を実

施した試

験研究用

等原子炉

施設の施

設管理方

針、施設

管理目標

又は施設

30 

の 8 

37 

の 6 

22 

の 

11 

8 

の 5 

27 

の 6 

6 

の 6 

24 

の 6 

18 

の 6 

19 

の 6 

22 

の 6 

4の 

16 

別表第６ 試験炉規則に基づく記録(第 48 条関係) 

記 録 事 項 
記録すべき

場合 

記録責任

者 

保存責任

者 
保存期間 

保安規定各編の該当条番号 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 11 12 

１．試験研究用

等原子炉施設の

施設管理（試験

炉規則第９条第

１項に規定する

ものをいう。以

下この表におい

て同じ。）に係る

記録 

イ 使用前確認

の結果 

確認の都度 施設管理

者 

施設管理

統括者 

同一事項

に関する

次の確認

のときま

での期間 

30 

の 

11 

42 

の 2 

29 

の 2 

11 

の 2 

30 

の 2 

9 27 

の 2 

13 22 

の 2 

25 

の 2 

7 

の 2 

ロ 試験炉規則

第９条第１項

第４号の規定

による施設管

理の実施状況

及びその担当

者の氏名 

施設管理の

実施の都度 

施設管理

者 

施設管理

統括者 

施設管理

を実施し

た試験研

究用等原

子炉施設

を解体又

は廃棄し

た後５年

が経過す

るまでの

期間 

30 

の 4 

30 

の 5 

30

の 6 

30 

の 9 

37 

の 2 

37 

の 3 

37 

の 4 

39 

22 

の 7 

22 

の 8 

22 

の 9 

27 

8 

の 2 

8 

の 3 

9 

27 

の 2 

27 

の 3 

27 

の 4 

28 

6 

の 3 

6 

の 4 

7 

24 

の 2 

24 

の 3 

24 

の 4 

25 

6 

7 

10 

19 

の 2 

19 

の 3 

19 

の 4 

20 

22 

の 2 

22 

の 3 

22 

の 4 

23 

4の 

13 

4の 

14 

5 

ハ 試験炉規則

第９条第１項

第５号の規定

による施設管

理方針、施設

管理目標及び

施設管理実施

計画の評価の

結果及びその

評価の都度 施設管理

者 

施設管理

統括者 

評価を実

施した試

験研究用

等原子炉

施設の施

設管理方

針、施設

管理目標

又は施設

30 

の 8 

37 

の 6 

22 

の 

11 

8 

の 5 

27 

の 6 

6 

の 6 

24 

の 6 

9 19 

の 6 

22 

の 6 

4の 

16 

ＴＣＡ廃止措置に伴い運転に関する

条項の削除及び記録の該当条番号を

整理（表中において以下同じ）
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変 更 前 変 更 後 備 考

評価の担当者

の氏名 

管理実施

計画の改

定 

２．運転記録 

イ 熱出力並び

に炉心におけ

る中性子束密

度及び温度 

運転中連続

して 

施設管理

者 

施設管理

者 

10年間 14 *4 12 10 10 *4 *4

ロ （省略） 

ハ 制御材の位

置 

運転中１時

間ごと 

施設管理

者 

施設管理

者 

１年間 26 12 10 10 

ニ ～ ヘ （省略） 

ト 原子炉（臨

界実験装置に

限る。）内にお

ける燃料体，

減速材，反射

材及び原子核

分裂の連鎖反

応の反応度を

変化させる実

験のために挿

入する物質の

種類，数量及

び配置 

配置又は配

置替えの都

度 

施設管理

者 

施設管理

者 

１年間 27 28 

チ 運転開始前

及び運転停止

後の原子炉施

設の点検 

開始及び停

止の都度 

施設管理

者 

施設管理

者 

１年間   13 

15 

6 

8 

23 

27 

 20 

24 

14 

18 

15 

19 

リ 運転開始，

臨界到達，運

転切替え，緊

急遮断及び運

転停止の時刻

並びに安全保

護回路等又は

緊急停止連動

装置の項目 

その都度 施設管理

者 

施設管理

者 

１年間 26 

52 

 22 

45 

16 

32 

17 

33 

ヌ 警報装置か

ら発せられた

警 報 の 内 容 

＊２、＊３ 

その都度 施設管理

者 

施設管理

者 

１年間   23 

37 

20 19 

70 

28 16 

62 

13 

42 

13 

43 

48 19 

ル 運転責任者

及び運転員の

氏名並びにこ

れらの者の交

代の時刻及び

交代時の引継

事項 

運転開始及

び交代の都

度 

施設管理

者 

施設管理

者 

１年間  6 4 2 2 

評価の担当者

の氏名 

管理実施

計画の改

定 

２．運転記録 

イ 熱出力並び

に炉心におけ

る中性子束密

度及び温度 

運転中連続

して 

施設管理

者 

施設管理

者 

10年間 14 *4 12 *4 10 *4 *4

ロ （変更なし） 

ハ 制御材の位

置 

運転中１時

間ごと 

施設管理

者 

施設管理

者 

１年間 26 12 (削

る) 

10 

ニ ～ ヘ （変更なし） 

ト 原子炉（臨

界実験装置に

限る。）内にお

ける燃料体，

減速材，反射

材及び原子核

分裂の連鎖反

応の反応度を

変化させる実

験のために挿

入する物質の

種類，数量及

び配置 

配置又は配

置替えの都

度 

施設管理

者 

施設管理

者 

１年間 (削

る) 

28 

チ 運転開始前

及び運転停止

後の原子炉施

設の点検 

開始及び停

止の都度 

施設管理

者 

施設管理

者 

１年間   13 

15 

6 

8 

23 

27 

 20 

24 

(削

る) 

15 

19 

リ 運転開始，

臨界到達，運

転切替え，緊

急遮断及び運

転停止の時刻

並びに安全保

護回路等又は

緊急停止連動

装置の項目 

その都度 施設管理

者 

施設管理

者 

１年間 26 

52 

 22 

45 

(削

る) 

17 

33 

ヌ 警報装置か

ら発せられた

警 報 の 内 容 

＊２、＊３ 

その都度 施設管理

者 

施設管理

者 

１年間 23 

37 

20 19 

70 

28 16 

62 

32 13 

43 

48 19 

ル 運転責任者

及び運転員の

氏名並びにこ

れらの者の交

代の時刻及び

交代時の引継

事項 

運転開始及

び交代の都

度 

施設管理

者 

施設管理

者 

１年間 6  4 (削

る) 

2 
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変 更 前 変 更 後 備 考 
３．燃料体の記

録（試験炉規則

第16条の５の２

第11号の性能維

持施設が存在し

ない場合を除

く。） 

               

イ 燃料体（使

用済燃料を除

く。）の種類別

の受渡量 

受渡しの都

度 

施設管理

者 

施設管理

者 

10年間     33 

40 

15 30 

36 

24 

29 

25 

29 

28 *4 

ロ 原子炉への

燃料体の種類

別の挿入量 

挿入の都度 施設管理

者 

施設管理

者 

取出後 10

年間 

    37 *4 34 27 28 *4 *4 

ハ ～ ヘ （省略）               

ト 燃料体の形

状又は性状に

関する検査の

結果 

挿入前及び

取出後 

施設管理

者 

（ JRR-3

及び JRR-

4 につい

ては、施

設管理者

又は研究

炉技術課

長） 

施設管理

者 

（ JRR-3

及び JRR-

4 につい

ては、施

設管理者

又は研究

炉技術課

長） 

取出後 10

年間 

    37 

38 

*4 34 27 28 *4 *4 

４．放射線管理記録                

イ ～ チ （省略）               

リ 廃棄施設に

廃棄し，又は

海洋に投棄し

た放射性廃棄

物の種類、当

該放射性廃棄

物に含まれる

放射性物質の

数量、当該放

射性廃棄物を

容器に封入

し，又は容器

に固型化した

場合には当該

容器の数量及

び比重並びに

その廃棄の日

時、場所及び

方法 

廃棄の都度 

 

＊５ ＊６ 法 43 条の

３の２第

３項にお

いて準用

する法第

12 条の６

第８項の

確認を受

けるまで

の 期 間 

＊７ 

 47 19         

ヌ 放射性廃棄

物を容器に封

入し，又は容

器に固型化し

た場合には，

その方法 

封入又は固

型化の都度 

 

＊５ ＊６ 法 43 条の

３の２第

３項にお

いて準用

する法第

12 条の６

第８項の

確認を受

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46

の

２ 

16 

17 

        

３．燃料体の記

録（試験炉規則

第16条の５の２

第11号の性能維

持施設が存在し

ない場合を除

く。） 

               

イ 燃料体（使

用済燃料を除

く。）の種類別

の受渡量 

受渡しの都

度 

施設管理

者 

施設管理

者 

10年間     33 

40 

15 30 

36 

19 25 

29 

28 *4 

ロ 原子炉への

燃料体の種類

別の挿入量 

挿入の都度 施設管理

者 

施設管理

者 

取出後 10

年間 

    37 *4 34 *4 28 *4 *4 

ハ ～ ヘ （変更なし）              

ト 燃料体の形

状又は性状に

関する検査の

結果 

挿入前及び

取出後 

施設管理

者 

（ JRR-3

及び JRR-

4 につい

ては、施

設管理者

又は研究

炉技術課

長） 

施設管理

者 

（ JRR-3

及び JRR-

4 につい

ては、施

設管理者

又は研究

炉技術課

長） 

取出後 10

年間 

    37 

38 

*4 34 *4 28 *4 *4 

４．放射線管理記録                

イ ～ チ （変更なし）              

リ 廃棄施設に

廃棄し，又は

海洋に投棄し

た放射性廃棄

物の種類、当

該放射性廃棄

物に含まれる

放射性物質の

数量、当該放

射性廃棄物を

容器に封入

し，又は容器

に固型化した

場合には当該

容器の数量及

び比重並びに

その廃棄の日

時、場所及び

方法 

廃棄の都度 

 

＊５ ＊６ 法 43 条の

３の２第

３項にお

いて準用

する法第

12 条の６

第８項の

確認を受

けるまで

の 期 間 

＊７ 

 47 19         

ヌ 放射性廃棄

物を容器に封

入し，又は容

器に固型化し

た場合には，

その方法 

封入又は固

型化の都度 

 

＊５ ＊６ 法 43 条の

３の２第

３項にお

いて準用

する法第

12 条の６

第８項の

確認を受

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46

の

２ 

16 

17 
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変 更 前 変 更 後 備 考

けるまで

の 期 間 

＊７ 

ル （省略） 

５． ～ 11． （省略） 

＊１：当該記録に係る者が放射線業務従事者でなくなった場合又はその記録を保存し

ている期間が５年を超えた場合において、原子炉設置者がその記録を原子力規制

委員会の指定する機関に引き渡すまでの期間

＊２：原子炉設置変更許可申請書に記載する警報についても記録を行う。

＊３：原子炉停止中の場合を含む。試験・検査、点検及び保守で計画的に発報させるも

のは、記録から除外する。

＊４：当該記録の保存期間が満了するまで保管する。

＊５：ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲＲ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹの廃棄物保管場

所に保管する固体廃棄物に係る記録責任者は、当該固体廃棄物を発生させた課長

等又は共用の容器に収納される固体廃棄物を管理する区域管理者とし、廃棄物処

理場に引き渡した後の放射性廃棄物に係る記録責任者は、放射性廃棄物管理第１

課長とする。

＊６：ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲＲ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹの廃棄物保管場

所に保管する固体廃棄物に係る記録の保存責任者は、当該固体廃棄物を発生させ

た課長等又は共用の容器に収納される固体廃棄物を管理する区域管理者とし、廃

棄物処理場に引き渡した後の放射性廃棄物に係る記録の保存責任者は、放射性廃

棄物管理第１課長とする。

＊７：ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲＲ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹの廃棄物保管場

所に保管する固体廃棄物に係る記録の保存期間は、当該固体廃棄物を廃棄物処理場

に引き渡すまでの期間とし、廃棄物処理場に引き渡した後の放射性廃棄物に係る記

録の保存期間は、法 43 条の３の２第３項において準用する法第 12 条の６第８項の

確認を受けるまでの期間とする。

けるまで

の 期 間 

＊７ 

ル （変更なし） 

５． ～ 11． （変更なし） 

＊１：当該記録に係る者が放射線業務従事者でなくなった場合又はその記録を保存し

ている期間が５年を超えた場合において、原子炉設置者がその記録を原子力規制

委員会の指定する機関に引き渡すまでの期間

＊２：原子炉設置変更許可申請書に記載する警報についても記録を行う。

＊３：原子炉停止中の場合を含む。試験・検査、点検及び保守で計画的に発報させるも

のは、記録から除外する。

＊４：当該記録の保存期間が満了するまで保管する。

＊５：ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲＲ、ＴＣＡ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹの廃棄

物保管場所に保管する固体廃棄物に係る記録責任者は、当該固体廃棄物を発生さ

せた課長等又は共用の容器に収納される固体廃棄物を管理する区域管理者とし、

廃棄物処理場に引き渡した後の放射性廃棄物に係る記録責任者は、放射性廃棄物

管理第１課長とする。

＊６：ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲＲ、ＴＣＡ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹの廃棄

物保管場所に保管する固体廃棄物に係る記録の保存責任者は、当該固体廃棄物を

発生させた課長等又は共用の容器に収納される固体廃棄物を管理する区域管理者

とし、廃棄物処理場に引き渡した後の放射性廃棄物に係る記録の保存責任者は、

放射性廃棄物管理第１課長とする。

＊７：ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲＲ、ＴＣＡ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹの廃棄

物保管場所に保管する固体廃棄物に係る記録の保存期間は、当該固体廃棄物を廃

棄物処理場に引き渡すまでの期間とし、廃棄物処理場に引き渡した後の放射性廃

棄物に係る記録の保存期間は、法 43 条の３の２第３項において準用する法第 12
条の６第８項の確認を受けるまでの期間とする。

廃棄物保管場所を有するＴＣＡにお

ける固体廃棄物の保管及び引渡し前

の措置に係る記録責任者、保存責任

者及び保存期間の変更
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変 更 前 変 更 後 備 考 
別図第１ 原子炉施設の保安に関する組織図（第６条関係） 

 

別図第１ 原子炉施設の保安に関する組織図（第６条関係） 

 

 
 
 
 
 
 
 
廃止措置に伴いＴＣＡ原子炉主任技

術者を削除 
 
 
廃止措置に伴いＴＣＡ廃止措置施設

保安主務者を追加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ＴＣＡ廃止措置に伴いＴＣＡ運転長

を削除 
 

 
別図第２ （省略） 
 

 
別図第２ （変更なし） 
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（ＪＲＲ－３原子炉主任技術者は、周辺監視区域における放射線測定機器の運転に関する保安の監督を行う。廃棄物処理場
の運転に関する保安の監督を行う原子炉主任技術者及び原子力科学研究所の共通施設に関する保安の監督を行う原子炉主任
技術者は、第14条第１項の原子炉主任技術者のうちから、理事長が選任する。）
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（ＪＲＲ－３原子炉主任技術者は、周辺監視区域における放射線測定機器の運転に関する保安の監督を行う。廃棄物処理場
の運転に関する保安の監督を行う原子炉主任技術者及び原子力科学研究所の共通施設に関する保安の監督を行う原子炉主任
技術者は、第14条第１項の原子炉主任技術者のうちから、理事長が選任する。）

原子力科学研究所担当理事
(研究所の管理責任者)

原子炉主任技術者

廃止措置施設保安主務者ＪＲＲ－４

原子炉主任技術者

Ｔ Ｃ Ａ

ＳＴＡＣＹ 原子炉主任技術者

Ｆ Ｃ Ａ

Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ
原子炉主任技術者ＪＲＲ－３

ＪＲＲ－２ 廃止措置施設保安主務者

ＴＲＡＣＹ

安全・核セキュリティ統括部長
（本部（監査プロセスを除く。）の管理責任者）

廃止措置施設保安主務者

原子力施設検査室長

契約部長

廃止措置施設保安主務者
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Ⅱ－1 
 

変 更 前 変 更 後 備 考 

第２編 放射線管理 

 

目次 （省略） 
 
第１章 放射線管理の業務 （省略） 

 

第２章 管理区域等の管理 

 

第１節 管理区域 ～ 第２節 管理区域の出入管理 （省略） 

 

第３節 保全区域の管理 

（保全区域の管理） 

第 17 条 次の表の左欄に掲げる保全区域の管理は、同表の右欄に掲げる者が行う。 

保  全  区  域 管理を行う者 

 第４編第４条に規定する 

ＪＲＲ－２に係る保全区域 
 本体施設 廃止措置課長 

 第５編第 10 条に規定する 

ＪＲＲ－３に係る保全区域 

 本体施設（使用済燃料貯蔵

施設（北地区）を除く。） 

 本体施設のうち、使用済燃

料貯蔵施設（北地区） 

利用施設 

特定施設 

ＪＲＲ－３管理課長 

 

研究炉技術課長 

 

利用施設管理課長 

工務第１課長 

 第６編第 10 条に規定する 

ＪＲＲ－４に係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

ＪＲＲ－４管理課長 

ＪＲＲ－４管理課長 

 第７編第８条に規定する 

ＮＳＲＲに係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

ＮＳＲＲ管理課長 

工務第１課長 

 第８編第６条に規定する 

ＴＣＡに係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

臨界技術第２課長 

工務第１課長 

 第９編第７条に規定する 

ＦＣＡに係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

臨界技術第２課長 

工務第１課長 

 第 11 編第８条に規定する 

ＳＴＡＣＹに係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

臨界技術第１課長 

工務第１課長 

 第 12 編第８条に規定する 

ＴＲＡＣＹに係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

臨界技術第１課長 

工務第１課長 

２ 前項に規定する保全区域の管理を行う者は、所管する保全区域について、別記様式に

第２編 放射線管理 

 

目次 （変更なし） 

 

第１章 放射線管理の業務 （変更なし） 

 

第２章 管理区域等の管理 

 

第１節 管理区域 ～ 第２節 管理区域の出入管理 （変更なし） 

 

第３節 保全区域の管理 

（保全区域の管理） 

第 17 条 次の表の左欄に掲げる保全区域の管理は、同表の右欄に掲げる者が行う。 

保  全  区  域 管理を行う者 

 第４編第４条に規定する 

ＪＲＲ－２に係る保全区域 
 本体施設 廃止措置課長 

 第５編第 10 条に規定する 

ＪＲＲ－３に係る保全区域 

 本体施設（使用済燃料貯蔵

施設（北地区）を除く。） 

 本体施設のうち、使用済燃

料貯蔵施設（北地区） 

利用施設 

特定施設 

ＪＲＲ－３管理課長 

 

研究炉技術課長 

 

利用施設管理課長 

工務第１課長 

 第６編第 10 条に規定する 

ＪＲＲ－４に係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

ＪＲＲ－４管理課長 

ＪＲＲ－４管理課長 

 第７編第８条に規定する 

ＮＳＲＲに係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

ＮＳＲＲ管理課長 

工務第１課長 

 第８編第２条に規定する 

ＴＣＡに係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

臨界技術第２課長 

工務第１課長 

 第９編第７条に規定する 

ＦＣＡに係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

臨界技術第２課長 

工務第１課長 

 第 11 編第８条に規定する 

ＳＴＡＣＹに係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

臨界技術第１課長 

工務第１課長 

 第 12 編第８条に規定する 

ＴＲＡＣＹに係る保全区域 

 本体施設 

 特定施設 

臨界技術第１課長 

工務第１課長 

２ 前項に規定する保全区域の管理を行う者は、所管する保全区域について、別記様式に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８編の条番号の変更に伴

う変更 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

示す標識を設ける等の方法により、保全区域を他の場所と区分するとともに、出入り口

を設けている箇所はかぎの管理を行わなければならない。 

第４節 周辺監視区域の管理 ～ 第７節 汚染された物品の管理 （省略） 

第３章 被ばく管理 ～ 第４章 環境放射線の管理 （省略） 

第５章 放射線管理施設の管理 

第37条の２ ～ 第37条の６ （省略) 

（放射線測定機器の維持点検及び巡視） 

第38条 区域放射線管理担当課長は、第３編第36条、第４編第19条、第５編第69条、第６

編第27条、第７編第61条、第８編第41条、第９編第42条、第11編第47条及び第12編第18

条に規定する放射線測定機器を備え付けるとともに、その性能を常に正常に維持するよ

う、各施設編に定める施設管理実施計画並びに設備保全整理表及び検査要否整理表に定

めるところにより管理しなければならない。 

２ ～ ７ （省略)

第39条 ～ 第42条の３ （省略) 

第６章 核燃料物質等の運搬 （省略） 

第７章 廃棄物処理場へ引き渡す放射性廃棄物及び廃棄物の仕掛品の管理 

第46条 （省略） 

（廃棄物の仕掛品及び固体廃棄物の引渡し前の措置） 

第 46 条の２ 課長等は、前条第１項で規定する廃棄物の仕掛品を固体廃棄物として廃棄

物処理場に引渡す場合は、当該廃棄物の仕掛品を指定の容器に封入しなければならな

い。ただし、指定の容器に封入することが困難な場合は、当該課長等は、放射性廃棄物

管理第１課長及び当該施設の区域放射線管理担当課長と協議し、放射性物質の飛散又は

漏えいの防止等の措置を講じなければならない。 

２ 課長等は、前項の規定により廃棄物の仕掛品を封入した容器若しくはこれを収納した

輸送用の遮蔽容器又は前項ただし書の措置を講じた廃棄物の仕掛品表面の線量当量率

の測定を行うとともに、別表第 22 に従って区分しなければならない。 

３ 課長等は、廃棄物の仕掛品について、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律の規制対象となる施設から発生する放射性廃棄物（以下「炉規法廃棄物」とい

示す標識を設ける等の方法により、保全区域を他の場所と区分するとともに、出入り口

を設けている箇所はかぎの管理を行わなければならない。 

第４節 周辺監視区域の管理 ～ 第７節 汚染された物品の管理 （変更なし） 

第３章 被ばく管理 ～ 第４章 環境放射線の管理 （変更なし） 

第５章 放射線管理施設の管理 

第37条の２ ～ 第37条の６ （変更なし) 

（放射線測定機器の維持点検及び巡視） 

第38条 区域放射線管理担当課長は、第３編第36条、第４編第19条、第５編第69条、第６

編第27条、第７編第61条、第８編第31条、第９編第42条、第11編第47条及び第12編第18

条に規定する放射線測定機器を備え付けるとともに、その性能を常に正常に維持するよ

う、各施設編に定める施設管理実施計画並びに設備保全整理表及び検査要否整理表に定

めるところにより管理しなければならない。 

２ ～ ７ （変更なし） 

第39条 ～ 第42条の３ （変更なし） 

第６章 核燃料物質等の運搬 （変更なし） 

第７章 廃棄物処理場へ引き渡す放射性廃棄物及び廃棄物の仕掛品の管理 

第46条 （変更なし） 

（廃棄物の仕掛品及び固体廃棄物の引渡し前の措置） 

第 46 条の２ 課長等は、前条第１項で規定する廃棄物の仕掛品を固体廃棄物として廃棄物

処理場に引渡す場合は、当該廃棄物の仕掛品を指定の容器に封入しなければならない。

ただし、指定の容器に封入することが困難な場合は、当該課長等は、放射性廃棄物管理

第１課長及び当該施設の区域放射線管理担当課長と協議し、放射性物質の飛散又は漏え

いの防止等の措置を講じなければならない。 

２ 課長等は、前項の規定により廃棄物の仕掛品を封入した容器若しくはこれを収納した

輸送用の遮蔽容器又は前項ただし書の措置を講じた廃棄物の仕掛品表面の線量当量率

の測定を行うとともに、別表第 22 に従って区分しなければならない。 

３ 課長等は、廃棄物の仕掛品について、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律の規制対象となる施設から発生する放射性廃棄物（以下「炉規法廃棄物」とい

第８編の条番号の変更に伴

う変更 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

う。）、放射性同位元素等の規制に関する法律の規制対象となる施設から発生する放射性

廃棄物（以下「ＲＩ法廃棄物」という。）又はその双方が混在する放射性廃棄物（以下

「混在廃棄物」という。）の区分（以下「発生場所の区分」という。）、並びに溶融処理

又は処分に係る有害物質（以下「特殊な物質」という。）の有無により区分しなければ

ならない。 

４ 課長等は、前３項の措置を講じた廃棄物の仕掛品について、容器ごとに標識を付け、

別表第 23 に掲げる内容を表示しなければならない。  

５ ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲＲ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹにおいては、前各項

の措置を講じたものを固体廃棄物とする。 

（封入後の廃棄物の仕掛品及び固体廃棄物の保管） 

第 47 条 課長等は、前条の措置を講じた廃棄物の仕掛品を原子炉施設内で保管するとき

は、第３編、第４編、第８編及び第９編の管理区域を示す図において指定されている廃

棄物の仕掛品の保管場所で保管しなければならない。ただし、ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－

４、ＮＳＲＲ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹにおいては、前条の措置を講じた固体廃棄物

を原子炉施設内で保管するときは、それぞれ第５編から第７編まで、第 11 編及び第 12

編の管理区域を示す図において指定されている廃棄物保管場所で保管しなければならな

い。 

２ 区域管理者は、前項の廃棄物の仕掛品の保管場所を示す標識を設け、当該区域を壁、

さく等で区画しなければならない。ただし、ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲＲ、ＳＴ

ＡＣＹ及びＴＲＡＣＹにおいては、前項の廃棄物保管場所に保管廃棄施設を示す標識を

設け、当該区域を壁、さく等で区画し、目につきやすい場所に管理上の注意事項を掲示

しなければならない。 

３ 課長等は、廃棄物の仕掛品又は固体廃棄物を封入した指定の容器が金属製でない場合

又はビニールシート等により梱包した場合は、金属製の容器又は金属製の保管庫に入れ

なければならない。ただし、金属製の大型機器(ポンプ、配管、タンク等)であって、こ

れを金属製の容器に入れることが困難な場合は、放射性物質の飛散又は漏えいの防止等

の措置を行うとともに、火災防護上必要な措置を講ずるものとする。 

第48条 ～ 第49条（省略） 

第８章 異常時の措置（省略） 

別表第１ ～ 別表第25（省略） 

別図第１（その１） ～ 別図第２（省略） 

う。）、放射性同位元素等の規制に関する法律の規制対象となる施設から発生する放射性

廃棄物（以下「ＲＩ法廃棄物」という。）又はその双方が混在する放射性廃棄物（以下

「混在廃棄物」という。）の区分（以下「発生場所の区分」という。）、並びに溶融処理

又は処分に係る有害物質（以下「特殊な物質」という。）の有無により区分しなければ

ならない。 

４ 課長等は、前３項の措置を講じた廃棄物の仕掛品について、容器ごとに標識を付け、

別表第 23 に掲げる内容を表示しなければならない。  

５ ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲＲ、ＴＣＡ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹにおいては、

前各項の措置を講じたものを固体廃棄物とする。 

（封入後の廃棄物の仕掛品及び固体廃棄物の保管） 

第 47 条 課長等は、前条の措置を講じた廃棄物の仕掛品を原子炉施設内で保管するとき

は、第３編、第４編及び第９編の管理区域を示す図において指定されている廃棄物の仕

掛品の保管場所で保管しなければならない。ただし、ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲ

Ｒ、ＴＣＡ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹにおいては、前条の措置を講じた固体廃棄物を

原子炉施設内で保管するときは、それぞれ第５編から第８編まで、第 11 編及び第 12 編

の管理区域を示す図において指定されている廃棄物保管場所で保管しなければならな

い。 

２ 区域管理者は、前項の廃棄物の仕掛品の保管場所を示す標識を設け、当該区域を壁、

さく等で区画しなければならない。ただし、ＪＲＲ－３、ＪＲＲ－４、ＮＳＲＲ、ＴＣ

Ａ、ＳＴＡＣＹ及びＴＲＡＣＹにおいては、前項の廃棄物保管場所に保管廃棄施設を示

す標識を設け、当該区域を壁、さく等で区画し、目につきやすい場所に管理上の注意事

項を掲示しなければならない。 

３ 課長等は、廃棄物の仕掛品又は固体廃棄物を封入した指定の容器が金属製でない場合

又はビニールシート等により梱包した場合は、金属製の容器又は金属製の保管庫に入れ

なければならない。ただし、金属製の大型機器(ポンプ、配管、タンク等)であって、こ

れを金属製の容器に入れることが困難な場合は、放射性物質の飛散又は漏えいの防止等

の措置を行うとともに、火災防護上必要な措置を講ずるものとする。 

第48条 ～ 第49条（変更なし） 

第８章 異常時の措置（変更なし） 

別表第１ ～ 別表第25（変更なし） 

別図第１（その１） ～ 別図第２（変更なし） 

第８編の廃棄物保管場所の

設置に伴う追記 

第８編の除外 

第８編の廃棄物保管場所の

設置に伴う追記 

第８編の廃棄物保管場所の

設置に伴う追記 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

別記様式第１ ～ 別記様式第６（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第１ ～ 別記様式第６（変更なし） 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

第８編 ＴＣＡの管理 

 

目 次 

第１章 通則（第１条－第９条） 

第２章 運転管理 

第１節 運転上の制限（第10条） 

第２節 炉心装荷物の制限（第11条） 

第３節 運転上の条件（第12条・第13条) 

第４節 運転（第14条－第18条) 

第３章 保守管理（第18条の２－第23条) 

第４章 燃料要素の管理（第24条－第29条) 

 

第５章 異常時の措置 

第１節 警報装置及び緊急停止連動装置が作動した場合の措置（第30条－第33条） 

 

第２節 点検等において異常を認めた場合の措置（第34条・第34条の２） 

第３節 燃料要素に異常を認めた場合の措置（第35条・第36条） 

第４節 地震後の措置（第37条） 

第５節 勤務時間外に異常が発生した場合の措置（第38条） 

第６節 非常事態又は非常事態に発展するおそれのある場合の措置（第39条） 

第６章 放射線管理（第40条－第42条） 

 

 

第８編 ＴＣＡの管理 

 

目 次 

第１章 通則（第１条－第５条） 

（削る） 

 

 

 

 

第２章 保守管理（第６条－第15条) 

第３章 燃料要素の管理（第16条－第20条) 

第４章 放射性廃棄物の保管（第21条・第22条) 

第５章 異常時の措置 

（削る） 

 

第１節 点検等において異常を認めた場合の措置（第23条・第24条） 

第２節 燃料要素に異常を認めた場合の措置（第25条・第26条） 

第３節 地震後の措置（第27条） 

第４節 勤務時間外に異常が発生した場合の措置（第28条） 

第５節 非常事態又は非常事態に発展するおそれのある場合の措置（第29条） 

第６章 放射線管理（第30条－第32条） 

第７章 保安教育（第33条） 

 

 

 

 

条番号繰上げ 

ＴＣＡ廃止措置に伴い運転

管理に関する項目を削除 

 

 

 

章番号、条番号繰上げ 

章番号、条番号繰上げ 

放射性廃棄物の保管につい

て追加 

警報回路、緊急停止連動装

置に関する記載の削除 

節番号及び条番号繰上げ 

節番号及び条番号繰上げ 

節番号及び条番号繰上げ 

節番号及び条番号繰上げ 

節番号及び条番号繰上げ 

条番号繰上げ 

ＴＣＡ廃止措置に伴い追加 

第１章 通則 

 

第１条 （削除） 

 

 

 

（要員の配置） 

第２条 臨界技術第２課長は、次の各号に掲げるときは、所管する本体施設の運転等に必

要な知識を有する者（原子炉の運転管理に関する２ヵ月以上の実務研修並びに設置変更

許可書、保安規定、施設概要、運転管理、保守管理及び非常時の措置に係る３日以上の

教育研修を受けた者）を制御室等に配置しなければならない。 

(1) 第14条の定めにより運転開始前の措置を行うとき。 

(2) 原子炉の運転を開始してから第18条の定めにより運転停止後の措置を行うときま

第１章 通則 

（適用範囲） 

第１条 この編は、ＴＣＡ廃止措置計画の第１段階（原子炉の機能停止から燃料搬出まで

の段階）及び第２段階（維持管理段階）にのみ適用し、第３段階（解体撤去段階）に着

手する前に変更しなければならない。 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

本規定の適用範囲の明確化 

 

 

 

 

原子炉を運転しないため削

除 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

で。 

(3) 第27条第２項の定めにより燃料要素を炉心に装荷するとき。 

２ 臨界技術第２課長は、前項第２号に該当するときは、制御室に２人以上の運転要員を

配置しなければならない。 

３ 工務第１課長は、第１項第１号及び第２号に該当するときは、機械室等に運転要員を

配置しなければならない。 

 

（炉心構成書） 

第３条 臨界ホット試験技術部長は、新炉心を構成しようとするときは、次の各号に掲げ

る事項を明らかにした炉心構成書を作成し、所長の承認を受けなければならない。これ

を変更しようとするときも、同様とする。 

(1) 実験の目的 

(2) 最大熱出力 

(3) 炉心構成 

(4) 給水制限 

(5) 過剰反応度 

(6) 安全板の反応度 

２ 前項の炉心構成書は、別表第１に掲げる炉心構成の条件を満たすものでなければなら

ない。 

３ 所長は、第１項の承認をしようとするときは、ＴＣＡ原子炉主任技術者（以下この編

において「原子炉主任技術者」という。）の同意を得なければならない。 

 

（炉心証明書） 

第４条 臨界技術第２課長は、炉心の構成後、次の各号に掲げる事項の測定値及び許容さ

れる炉心構成の変化範囲を記載した炉心証明書を作成し、臨界ホット試験技術部長の承

認を受けなければならない。 

(1) 最大出力 

(2) 炉心構成 

(3) 臨界量 

(4) 過剰反応度 

(5) 安全板の反応度 

(6) 炉心構成の変化範囲 

２ 臨界ホット試験技術部長は、前項の承認をしようとするときは、原子炉主任技術者の

同意を得なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉を運転しないため削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉を運転しないため削

除 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

（運転実施計画） 

第５条 臨界技術第２課長は、１週ごとに、次の各号に掲げる事項を明らかにしたＴＣＡ

運転実施計画（以下この編において「運転実施計画」という。）を作成し、臨界ホット

試験技術部長の承認を受けなければならない。運転日の追加及び炉心証明書番号を変更

しようとするときも、同様とする。 

(1) 運転日及び運転時間 

(2) 炉心証明書番号 

(3) 実験の種類 

(4) 熱出力 

(5) 緊急停止連動装置の解除に関する事項 

(6) 炉心装荷物 

(7) インターロックの解除に関する事項 

２ 臨界技術第２課長は、運転実施計画に緊急停止連動装置の解除について定めるとき

は、別表第２に掲げる項目のうち、解除の条件を記載している項目について、解除の条

件を満足していることを確認しなければならない。 

３ 臨界ホット試験技術部長は、第１項の承認をしようとするときは、原子炉主任技術者

の同意を得なければならない。 

４ 臨界技術第２課長は、第１項の承認を受けたときは、その実施前に、工務第１課長及

び放射線管理第２課長に通知しなければならない。 

 

（保全区域） 

第６条 ＴＣＡの保全区域は、別図第１に示すとおりとする。 

 

（鍵の管理） 

第７条 臨界技術第２課長は、ＴＣＡに係る建家の出入口の鍵及び本体施設の運転に関す

る鍵を管理しなければならない。 

２ 工務第１課長は、特定施設に係る建家の出入口の鍵を管理しなければならない。 

 

（運転訓練） 

第８条 臨界技術第２課長は、原子炉研修生の運転訓練にあたっては、運転員の監督、指

示の下に、訓練を受ける者に次の事項を遵守させなければならない。 

(1) 運転操作に関すること 

 

（手引の作成） 

第９条 臨界技術第２課長は、本体施設に関し、次の各号に掲げる事項について定めたＴ

ＣＡ本体施設運転手引を作成し、臨界ホット試験技術部長の承認を受けなければならな

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保全区域） 

第２条 ＴＣＡの保全区域は、別図第１に示すとおりとする。 

 

（鍵の管理） 

第３条 臨界技術第２課長は、ＴＣＡに係る建家の出入口の鍵を管理しなければならない。 

 

２ 工務第１課長は、特定施設に係る建家の出入口の鍵を管理しなければならない。 

 

（削る） 

 

 

 

 

（手引の作成） 

第４条 臨界技術第２課長は、本体施設に関し、次の各号に掲げる事項について定めたＴ

ＣＡ本体施設管理手引を作成し、臨界ホット試験技術部長の承認を受けなければならな

原子炉を運転しないため削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条番号繰上げ 

 

 

条番号繰上げ、原子炉を運

転しないため削除 

 

 

原子炉を運転しないため削

除 

 

 

 

 

条番号繰上げ 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

い。これを変更するときも同様とする。 

(1) 運転開始前及び運転停止後に確認すべき事項

(2) 運転操作に関する事項

(3) 巡視及び点検に関する事項

(4) 異常時の措置に関する事項

(5) 燃料要素の管理に関する事項

２ 工務第１課長は、特定施設に関し、前項第１号から第４号に掲げる事項について定め

たＴＣＡ特定施設運転手引を作成し、工務技術部長の承認を受けなければならない。こ

れを変更するときも同様とする。 

３ 工務技術部長は、前項の承認をしようとするときは、臨界ホット試験技術部長の同意

を得なければならない。 

４ 臨界ホット試験技術部長は、第１項の承認又は前項の同意をしようとするときは、原

子炉主任技術者の同意を得なければならない。 

５ 臨界ホット試験技術部長は第１項の承認をしたとき、工務技術部長は第２項の承認を

したときは、それぞれ所長に報告しなければならない。 

い。これを変更するときも同様とする。 

（削る） 

（削る） 

(1) 巡視及び点検に関する事項

(2) 異常時の措置に関する事項

(3) 燃料要素の管理に関する事項

(4) 廃止措置に関する事項

２ 工務第１課長は、特定施設に関し、次の各号に掲げる事項について定めたＴＣＡ特定

施設運転手引を作成し、工務技術部長の承認を受けなければならない。これを変更する

ときも同様とする。 

(1) 運転操作に関する事項

(2) 巡視及び点検に関する事項

(3) 異常時の措置に関する事項

３ 工務技術部長は、前項の承認をしようとするときは、臨界ホット試験技術部長の同意

を得なければならない。 

４ 臨界ホット試験技術部長は、第１項の承認又は前項の同意をしようとするときは、廃

止措置施設保安主務者の同意を得なければならない。 

５ 臨界ホット試験技術部長は第１項の承認をしたとき、工務技術部長は第２項の承認を

したときは、それぞれ所長に報告しなければならない。 

（年間管理計画） 

第５条 臨界ホット試験技術部長は、毎年度、当該年度に先立ち、次の各号に掲げる事項

を明らかにしたＴＣＡの年間管理計画（以下この編において「年間管理計画」という。）

を作成し、所長の承認を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様

とする。 

(1) 廃止措置に係る項目及びその予定期間

(2) 定期事業者検査の予定期間

(3) 第12条に定める修理及び改造をする施設、装置又は機器等の名称及び予定期間

２ 所長は、前項の承認をしようとするときは、廃止措置施設保安主務者の同意を得なけ

ればならない。 

３ 臨界ホット試験技術部長は、第１項の承認を受けたときは、臨界技術第２課長、工務

第１課長及び放射線管理第２課長に通知しなければならない。 

原子炉を運転しないため削

除 

号番号繰上げ 

号番号繰上げ 

号番号繰上げ 

廃止措置に関する事項を追

加 

記載の適正化 

第４条第１項の変更に伴う

追記 

ＴＣＡ廃止措置に伴う変更 

施設管理に係る活動の追加 

第２章 運転管理 

第１節 運転上の制限 

（削る） 原子炉を運転しないため削

除 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

（出力の制限） 

第10条 臨界技術第２課長は、原子炉を運転するときは、最大出力200 ワット以下で、

かつ、年間積算出力3,050 ワット時以下で行わなければならない。 

 

第２節 炉心装荷物の制限 

（炉心装荷物の制限） 

第11条 臨界技術第２課長は、第４条に定める炉心証明書及び第５条に定める運転実施

計画に定められた物以外のものを炉心に装荷してはならない。 

 

第３節 運転上の条件 

（緊急停止連動装置の作動条件） 

第12条 臨界技術第２課長は、本体施設について、別表第２に掲げるところにより緊急

停止連動装置が作動するよう設定しなければならない。ただし、同表の解除の条件を

満足する場合において、運転実施計画で定めるとき、又はそのつど臨界ホット試験技

術部長の承認を受けたときは、これを解除することができる。 

２ 臨界ホット試験技術部長は、前項ただし書の承認をしようとするときは、原子炉主

任技術者の同意を得なければならない。 

 

（警報装置の作動条件） 

第13条 臨界技術第２課長及び工務第１課長は、別表第３に掲げるところにより警報装

置が作動するよう設定しなければならない。ただし、前条のただし書きに該当すると

きは、これを解除することができる。 

 

第４節 運転 

（運転開始前の措置） 

第14条 原子炉の運転を開始しようとするときは、臨界技術第２課長及び工務第１課長

は、別表第４に掲げる設備について、それぞれ点検を行い、正常な状態であることを

確認しなければならない。 

２ 臨界技術第２課長及び工務第１課長は、同一運転日において計画停止した原子炉の

運転を再開しようとするときは、前項の定めにより確認された状態が維持されている

ことを確認しなければならない。 

３ 工務第１課長は、第１項及び前項の確認の結果を臨界技術第２課長へ通報しなけれ

ばならない。 

 

（運転開始命令） 

第15条 原子炉の運転開始命令は、臨界技術第２課長が行うものとする。 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

２ 臨界技術第２課長は、原子炉の運転を開始しようとするときは、第14条第３項の定

めにより特定施設に異常がない旨の通報を受け、かつ、第２編第38条第３項の定めに

より放射線測定機器の点検の結果に異常がない旨の通報を受けた後でなければ、前項

の運転開始命令を行ってはならない。ただし、第33条の定めにより確認を行って原子

炉の運転を開始しようとするときは、この限りでない。 

３ ＴＣＡ運転長は、臨界技術第２課長の運転開始命令により運転実施計画書に基づ

き、原子炉の運転を行わなければならない。 

 

（運転に係る通報及び表示） 

第16条 ＴＣＡ運転長は、原子炉の運転を開始又は停止しようとするときは、一斉指令

装置により運転開始又は停止の通報を行わなければならない。 

２ ＴＣＡ運転長は、原子炉の運転開始から停止するまで、運転表示灯を点灯しておか

なければならない。 

 

（原子炉運転中の点検） 

第17条 工務第１課長は、原子炉の運転中、特定施設について、第18条の４第１項に定

める施設管理実施計画又は同条第３項に定める特別な施設管理実施計画に基づき巡視

しなければならない。 

 

（運転停止後の措置） 

第18条 臨界技術第２課長は、原子炉の運転を停止したときは、次の各号に掲げる事項

を確認しなければならない。 

(1) 炉心タンクの水位が零であること。 

(2) 中性子出力が正常に低下していること。 

(3) 安全板が完全に挿入されていること。 

２ 前項の確認を行った後、臨界技術第２課長及び工務第１課長は、同日内において再

起動を行わないときは、別表第５に掲げる設備について、それぞれ点検しなければな

らない。 

３ 工務第１課長は、前項の点検結果を臨界技術第２課長へ通報しなければならない。 

 

第３章 保守管理 

（施設管理目標の策定） 

第18条の２ 臨界ホット試験技術部長、工務技術部長及び放射線管理部長はＴＣＡ（本体

施設、特定施設及び放射線管理施設を含む。）について、第１編第２条第２項に基づき

理事長が定める施設管理方針に従って達成すべき施設管理目標をそれぞれ策定しなけ

ればならない。 

第２章 保守管理 

（施設管理目標の策定） 

第６条 臨界ホット試験技術部長、工務技術部長及び放射線管理部長はＴＣＡ（本体施設、

特定施設及び放射線管理施設を含む。）について、第１編第２条第２項に基づき理事長

が定める施設管理方針に従って達成すべき施設管理目標をそれぞれ策定しなければなら

ない。 

章番号繰上げ 

 

条番号繰上げ 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

２ 臨界ホット試験技術部長は、前項の施設管理目標を取りまとめ、所長の承認を受けな

ければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

３ 臨界ホット試験技術部長は、前項の承認を受けたときは、工務技術部長及び放射線管

理部長並びに臨界技術第２課長に通知しなければならない。 

４ 臨界技術第２課長は、前項の通知を受けたときは、工務第１課長及び放射線管理第２

課長に通知しなければならない。 

 

（施設管理の重要度が高い系統に対する定量的な目標の策定） 

第18条の３ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、前条の施設管

理目標を踏まえ、それぞれ所掌する設備・機器のうち重要度の高いものについて、定量

的な施設管理目標を策定しなければならない。 

２ 臨界技術第２課長は、前項の定量的な施設管理目標をとりまとめ、臨界ホット試験技

術部長の承認を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

３ 工務第１課長及び放射線管理第２課長は、前項の承認を受ける前に、それぞれ工務技

術部長及び放射線管理部長の確認を受けなければならない。 

４ 臨界ホット試験技術部長は、第２項の承認をしようとするときは、原子炉主任技術者

の同意を得なければならない。 

５ 臨界技術第２課長は、第２項の承認を受けたときは、工務第１課長及び放射線管理第

２課長に通知しなければならない。 

 

（施設管理実施計画等の策定） 

第18条の４ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、それぞれ所掌

する設備・機器について、次の各号に掲げる事項を定めた施設管理実施計画を策定しな

ければならない。 

イ 施設管理実施計画の始期及び期間に関すること。 

ロ 原子炉施設の設計及び工事に関すること。 

ハ 原子炉施設の巡視（原子炉施設の保全のために実施するものに限る。）に関する

こと。 

ニ 原子炉施設の点検及び検査の方法、実施頻度及び時期（原子炉の運転中及び運転

停止中の区別を含む。）に関すること。 

ホ 原子炉施設の工事、点検及び検査を実施する際に行う保安の確保のための措置に

関すること。 

ヘ 原子炉施設の設計、工事、巡視、点検及び検査の結果の確認及び評価の方法に関

すること。 

ト ヘの確認及び評価の結果を踏まえて実施すべき処置（未然防止処置を含む。）に

関すること。 

２ 臨界ホット試験技術部長は、前項の施設管理目標を取りまとめ、所長の承認を受けな

ければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

３ 臨界ホット試験技術部長は、前項の承認を受けたときは、工務技術部長及び放射線管

理部長並びに臨界技術第２課長に通知しなければならない。 

４ 臨界技術第２課長は、前項の通知を受けたときは、工務第１課長及び放射線管理第２

課長に通知しなければならない。 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施設管理実施計画等の策定） 

第７条 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、それぞれ所掌する

設備・機器（性能維持施設に限る。）について、次の各号に掲げる事項を定めた施設管理

実施計画を策定しなければならない。 

イ 施設管理実施計画の始期及び期間に関すること。 

ロ 原子炉施設の設計及び工事に関すること。 

ハ 原子炉施設の巡視（原子炉施設の保全のために実施するものに限る。）に関するこ

と。 

ニ 原子炉施設の点検及び検査の方法、実施頻度及び時期に関すること。 

 

ホ 原子炉施設の工事、点検及び検査を実施する際に行う保安の確保のための措置に関

すること。 

ヘ 原子炉施設の設計、工事、巡視、点検及び検査の結果の確認及び評価の方法に関す

ること。 

ト ヘの確認及び評価の結果を踏まえて実施すべき処置（未然防止処置を含む。）に関

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

廃止措置施設となるため削

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条番号繰上げ 

廃止措置に伴う追記 

 

 

 

 

 

運転を行わないため削除 
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チ 原子炉施設の施設管理に関する記録に関すること。 

２ 臨界技術第２課長及び工務第１課長及び放射線管理第２課長は、それぞれ所掌する設

備・機器について、次の各号に掲げる事項を整理した設備保全整理表及び検査要否整理

表を策定しなければならない。 

イ 原子炉施設の工事の方法及び時期 

ロ 原子炉施設の点検及び検査の方法、実施頻度及び時期 

３ 第１項及び前項において、原子炉の運転を相当期間停止する場合その他その施設管理

を行う観点から特別な状態にある場合は、第５条の定めにより作成する運転実施計画に

おいて特別な状態である期間とその内容を示した上で、その特別な措置として試験炉規

則第９条第１項第７号の規定に基づき特別な施設管理実施計画並びに特別な設備保全

整理表及び検査要否整理表を定めることができる。 

４ 臨界技術第２課長は、第１項から第３項の施設管理実施計画並びに設備保全整理表及

び検査要否整理表をとりまとめ、臨界ホット試験技術部長の承認を受けなければならな

い。これを変更しようとするときも、同様とする。 

５ 工務第１課長及び放射線管理第２課長は、前項の承認を受ける前に、それぞれ工務技

術部長及び放射線管理部長の確認を受けなければならない。 

６ 臨界ホット試験技術部長は、第４項の承認をしようとするときは、原子炉主任技術者

の同意を得なければならない。 

７ 臨界技術第２課長は、第４項の承認を受けたときは、工務第１課長及び放射線管理第

２課長に通知しなければならない。 

 

（保全活動の実施） 

第18条の５ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、所掌する設備・

機器について、施設管理実施計画並びに設備保全整理表及び検査要否整理表に定めると

ころにより、保全活動を実施しなければならない。 

 

（保全活動の有効性評価及び改善） 

第18条の６ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、所掌する設備・

機器について、保全活動（工事、巡視、点検及び検査に関する事項に限る。）の有効性

評価を定期事業者検査の都度及び必要に応じて行い、必要と認める場合には改善を行わ

なければならない。 

 

（定期事業者検査） 

第19条 原子力施設検査室長は、ＴＣＡの定期事業者検査を実施しようとするときは、次

の各号に掲げる事項を明らかにした定期事業者検査計画及び定期事業者検査要領書を

策定し、原子炉主任技術者の同意を得なければならない。これを変更しようとするとき

チ 原子炉施設の施設管理に関する記録に関すること。 

２ 臨界技術第２課長及び工務第１課長及び放射線管理第２課長は、それぞれ所掌する設

備・機器（性能維持施設に限る。）について、次の各号に掲げる事項を整理した設備保全

整理表及び検査要否整理表を策定しなければならない。 

イ 原子炉施設の工事の方法及び時期 

ロ 原子炉施設の点検及び検査の方法、実施頻度及び時期 

３ 第１項及び前項において、廃止措置に係る施設管理を行う観点から特別な状態にある

場合は、第５条の定めにより作成する年間管理計画において特別な状態である期間とそ

の内容を示した上で、その特別な措置として試験炉規則第９条第１項第７号の規定に基

づき特別な施設管理実施計画並びに特別な設備保全整理表及び検査要否整理表を定める

ことができる。 

４ 臨界技術第２課長は、第１項から第３項の施設管理実施計画並びに設備保全整理表及

び検査要否整理表をとりまとめ、臨界ホット試験技術部長の承認を受けなければならな

い。これを変更しようとするときも、同様とする。 

５ 工務第１課長及び放射線管理第２課長は、前項の承認を受ける前に、それぞれ工務技

術部長及び放射線管理部長の確認を受けなければならない。 

６ 臨界ホット試験技術部長は、第４項の承認をしようとするときは、廃止措置施設保安

主務者の同意を得なければならない。 

７ 臨界技術第２課長は、第４項の承認を受けたときは、工務第１課長及び放射線管理第

２課長に通知しなければならない。 

 

（保全活動の実施） 

第８条 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、所掌する設備・機

器について、施設管理実施計画並びに設備保全整理表及び検査要否整理表に定めるとこ

ろにより、保全活動を実施しなければならない。 

 

（保全活動の有効性評価及び改善） 

第９条 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、所掌する設備・機

器について、保全活動（工事、巡視、点検及び検査に関する事項に限る。）の有効性評

価を定期事業者検査の都度及び必要に応じて行い、必要と認める場合には改善を行わな

ければならない。 

 

 

 

廃止措置に伴う追記 

 

 

 

廃止措置に伴う変更 

廃止措置に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃止措置に伴う変更 

 

 

 

 

 

条番号繰上げ 

 

 

 

 

条番号繰上げ 

 

（定期事業者検査） 

第10条 原子力施設検査室長は、ＴＣＡの定期事業者検査を実施しようとするときは、次

の各号に掲げる事項を明らかにした定期事業者検査計画及び定期事業者検査要領書を策

定し、廃止措置施設保安主務者の同意を得なければならない。これを変更しようとする

 

条番号繰上げ 

 

廃止措置に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

も、同様とする。ただし、第１号ハの予定期間の変更その他施設の安全性に影響しない

軽微な変更については、この限りでない。 

(1) 定期事業者検査計画 

イ 対象となる施設、設備、装置、機器等の名称 

ロ 検査の項目及び実施体制 

ハ 予定期間 

ニ 施設管理目標 

(2) 定期事業者検査要領書 

イ 対象となる施設、設備、装置、機器等の名称 

ロ 検査の項目及び検査場所 

ハ 検査前条件 

ニ 検査の確認方法及び検査手順 

ホ 検査の判定基準 

２ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、原子力施設検査室長の

求めに応じ、前項の検査に必要な情報を提供しなければならない。 

３ 原子力施設検査室長は、第１項の同意を得たときは、臨界技術第２課長、工務第１課

長及び放射線管理第２課長に通知しなければならない。 

４ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、前項の通知を受けたと

きは、それぞれ臨界ホット試験技術部長、工務技術部長及び放射線管理部長に報告しな

ければならない。 

５ 原子力施設検査室長は、定期事業者検査計画及び定期事業者検査要領書に従い検査を

実施し、検査成績書を取りまとめ、原子炉主任技術者の確認を受けなければならない。 

 

 

第20条 （削除） 

 

 

 

 

 

（修理及び改造） 

第21条 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、それぞれ本体施設、

特定施設及び放射線管理施設について、修理及び改造を行おうとする場合において、そ

の修理及び改造が、法第28条第１項に定める使用前事業者検査を伴うときは、次の各号

に掲げる事項を明らかにした修理及び改造計画を作成し、それぞれ臨界ホット試験技術

部長、工務技術部長及び放射線管理部長の確認を受けなければならない。これを変更し

ときも、同様とする。ただし、第１号ハの予定期間の変更その他施設の安全性に影響し

ない軽微な変更については、この限りでない。 

(1) 定期事業者検査計画 

イ 対象となる施設、設備、装置、機器等の名称 

ロ 検査の項目及び実施体制 

ハ 予定期間 

ニ 施設管理目標 

(2) 定期事業者検査要領書 

イ 対象となる施設、設備、装置、機器等の名称 

ロ 検査の項目及び検査場所 

ハ 検査前条件 

ニ 検査の確認方法及び検査手順 

ホ 検査の判定基準 

２ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、原子力施設検査室長の

求めに応じ、前項の検査に必要な情報を提供しなければならない。 

３ 原子力施設検査室長は、第１項の同意を得たときは、臨界技術第２課長、工務第１課

長及び放射線管理第２課長に通知しなければならない。 

４ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、前項の通知を受けたと

きは、それぞれ臨界ホット試験技術部長、工務技術部長及び放射線管理部長に報告しな

ければならない。 

５ 原子力施設検査室長は、定期事業者検査計画及び定期事業者検査要領書に従い検査を

実施し、検査成績書を取りまとめ、廃止措置施設保安主務者の確認を受けなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃止措置に伴う変更 

 

（機能停止措置） 

第11条 臨界技術第２課長は、ＴＣＡの機能停止措置として、炉心への燃料装荷を防止す

るため、炉心タンク上部開放部に溶接で蓋を取り付け、閉止しなければならない。閉止

措置が完了するまでは、炉心への燃料装荷を困難にするための措置を講じなければなら

ない。 

 

（修理及び改造） 

第12条 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、それぞれ本体施設、

特定施設及び放射線管理施設について、修理及び改造を行おうとする場合において、そ

の修理及び改造が、法第28条第１項に定める使用前事業者検査を伴うときは、次の各号

に掲げる事項を明らかにした修理及び改造計画を作成し、それぞれ臨界ホット試験技術

部長、工務技術部長及び放射線管理部長の確認を受けなければならない。これを変更し

 

機能停止措置の追加 

 

 

 

 

 

 

条番号繰上げ 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

ようとするときも、同様とする。 

イ 修理及び改造をする施設、設備、装置、機器等の名称 

ロ 修理及び改造の内容 

ハ 予定期間 

２ 工務技術部長及び放射線管理部長は、前項の確認をしようとするときは、それぞれ臨

界ホット試験技術部長の同意を得なければならない。 

３ 臨界ホット試験技術部長、工務技術部長及び放射線管理部長は、第１項の定めにより

確認した修理及び改造計画について、所長の承認を受けなければならない。 

４ 所長は、前項の承認をしようとするときは、原子炉主任技術者の同意を得なければな

らない。 

ようとするときも、同様とする。 

イ 修理及び改造をする施設、設備、装置、機器等の名称 

ロ 修理及び改造の内容 

ハ 予定期間 

２ 工務技術部長及び放射線管理部長は、前項の確認をしようとするときは、それぞれ臨

界ホット試験技術部長の同意を得なければならない。 

３ 臨界ホット試験技術部長、工務技術部長及び放射線管理部長は、第１項の定めにより

確認した修理及び改造計画について、所長の承認を受けなければならない。 

４ 所長は、前項の承認をしようとするときは、廃止措置施設保安主務者の同意を得なけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃止措置に伴う変更 

５ 臨界ホット試験技術部長、工務技術部長及び放射線管理部長は、それぞれ第３項の承

認を受けたときは、当該修理及び改造に関係のある課長等に通知しなければならない。 

６ 臨界技術第２課長は本体施設について、工務第１課長は特定施設について、及び放射

線管理第２課長は放射線管理施設について、修理及び改造が必要と認めた場合で、その

修理及び改造が法第28条第１項に定める使用前事業者検査を伴わないときは、正常な状

態に復帰するために、修理及び改造を行うことができる。 

 

（使用前事業者検査） 

第21条の２ 原子力施設検査室長は、使用前事業者検査を実施しようとするときは、次の

各号に掲げる事項を明らかにした使用前事業者検査計画及び使用前事業者検査要領書

を策定し、原子炉主任技術者の同意を得なければならない。これを変更しようとすると

きも、同様とする。ただし、第１号ニの予定期間の変更その他施設の安全性に影響しな

い軽微な変更については、この限りでない。 

(1) 使用前事業者検査計画 

イ 対象となる施設、設備、装置、機器等の名称 

ロ 工事の内容 

ハ 検査の項目及び実施体制 

ニ 予定期間 

(2) 使用前事業者検査要領書 

イ 対象となる施設、設備、装置、機器等の名称 

ロ 検査の項目及び検査場所 

ハ 検査前条件 

ニ 検査の確認方法及び検査手順 

ホ 検査の判定基準 

２ 当該使用前事業者検査に関係ある課長等は、原子力施設検査室長の求めに応じ、前項

の検査に必要な情報を提供しなければならない。 

５ 臨界ホット試験技術部長、工務技術部長及び放射線管理部長は、それぞれ第３項の承

認を受けたときは、当該修理及び改造に関係のある課長等に通知しなければならない。 

６ 臨界技術第２課長は本体施設について、工務第１課長は特定施設について、及び放射

線管理第２課長は放射線管理施設について、修理及び改造が必要と認めた場合で、その

修理及び改造が法第28条第１項に定める使用前事業者検査を伴わないときは、正常な状

態に復帰するために、修理及び改造を行うことができる。 

 

（使用前事業者検査） 

第13条 原子力施設検査室長は、使用前事業者検査を実施しようとするときは、次の各号

に掲げる事項を明らかにした使用前事業者検査計画及び使用前事業者検査要領書を策定

し、廃止措置施設保安主務者の同意を得なければならない。これを変更しようとすると

きも、同様とする。ただし、第１号ニの予定期間の変更その他施設の安全性に影響しな

い軽微な変更については、この限りでない。 

(1) 使用前事業者検査計画 

イ 対象となる施設、設備、装置、機器等の名称 

ロ 工事の内容 

ハ 検査の項目及び実施体制 

ニ 予定期間 

(2) 使用前事業者検査要領書 

イ 対象となる施設、設備、装置、機器等の名称 

ロ 検査の項目及び検査場所 

ハ 検査前条件 

ニ 検査の確認方法及び検査手順 

ホ 検査の判定基準 

２ 当該使用前事業者検査に関係ある課長等は、原子力施設検査室長の求めに応じ、前項

の検査に必要な情報を提供しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

条番号繰上げ 

 

廃止措置に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

３ 原子力施設検査室長は、第１項の同意を得たときは、当該使用前事業者検査に関係あ

る課長等に通知しなければならない。 

４ 当該使用前事業者検査に関係ある課長等は、前項の通知を受けたときは、それぞれ当

該使用前事業者検査に関係ある部長に報告しなければならない。 

５ 原子力施設検査室長は、使用前事業者検査計画及び使用前事業者検査要領書に従い検

査を実施し、検査成績書を取りまとめ、原子炉主任技術者の確認を受けなければならな

い。 

 

３ 原子力施設検査室長は、第１項の同意を得たときは、当該使用前事業者検査に関係あ

る課長等に通知しなければならない。 

４ 当該使用前事業者検査に関係ある課長等は、前項の通知を受けたときは、それぞれ当

該使用前事業者検査に関係ある部長に報告しなければならない。 

５ 原子力施設検査室長は、使用前事業者検査計画及び使用前事業者検査要領書に従い検

査を実施し、検査成績書を取りまとめ、廃止措置施設保安主務者の確認を受けなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

廃止措置に伴う変更 

 

（保守結果の報告等） 

第22条 原子力施設検査室長は第19条第５項及び前条第５項の確認を受けたときは、臨界

技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長に通知しなければならない。 

２ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、定期事業者検査が終了

したとき、第21条の修理及び改造計画に基づく作業と前条の使用前事業者検査が終了し

たときは、その結果をそれぞれ臨界ホット試験技術部長、工務技術部長及び放射線管理

部長に報告しなければならない。また、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、結果

を併せて臨界技術第２課長に通知しなければならない。 

３ 工務技術部長及び放射線管理部長は、前項の報告を受けたときは、臨界ホット試験技

術部長に通知しなければならない。 

４ 臨界ホット試験技術部長は、第２項の報告及び前項の通知を受けたときは、原子炉主

任技術者に通知するとともに、所長に報告しなければならない。 

 

（原子炉停止中の巡視） 

第23条 工務第１課長は、原子炉の停止中において、特定施設について、第18条の４第

１項に定める施設管理実施計画又は同条第３項に定める特別な施設管理実施計画に基

づき巡視しなければならない。 

 

第４章 燃料要素の管理 

（燃料要素の受入れ） 

第24条 臨界技術第２課長は、燃料要素を受け入れようとするときは、臨界ホット試験技

術部長の承認を受けなければならない。 

２ 臨界ホット試験技術部長は、前項の承認をしようとするときは、原子炉主任技術者の

同意を得なければならない。 

３ 臨界技術第２課長は、燃料要素を受け入れようとするときは、次の各号に掲げる事項

について、点検しなければならない。なお、受入れにおいては、臨界に達しないように

燃料要素を取り扱わなければならない。 

(1) 燃料要素の種類、番号及び数量 

（保守結果の報告等） 

第14条 原子力施設検査室長は第10条第５項及び前条第５項の確認を受けたときは、臨界

技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長に通知しなければならない。 

２ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、定期事業者検査が終了

したとき、第12条の修理及び改造計画に基づく作業と前条の使用前事業者検査が終了し

たときは、その結果をそれぞれ臨界ホット試験技術部長、工務技術部長及び放射線管理

部長に報告しなければならない。また、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、結果

を併せて臨界技術第２課長に通知しなければならない。 

３ 工務技術部長及び放射線管理部長は、前項の報告を受けたときは、臨界ホット試験技

術部長に通知しなければならない。 

４ 臨界ホット試験技術部長は、第２項の報告及び前項の通知を受けたときは、廃止措置

施設保安主務者に通知するとともに、所長に報告しなければならない。 

 

（巡視） 

第15条 工務第１課長は、特定施設について、第７条第１項に定める施設管理実施計画又

は同条第３項に定める特別な施設管理実施計画に基づき巡視しなければならない。 

 

 

第３章 燃料要素の管理 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条番号繰上げ 

 

 

条番号繰上げ 

 

 

 

 

 

ＴＣＡ廃止措置に伴う変更 

 

 

原子炉の運転を行わないた

め削除、条番号繰上げ 

 

 

 

章番号繰上げ 

燃料要素の受入れを行わな

いため削除 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

(2) 燃料要素の表面密度 

(3) 燃料要素の外観及び寸法 

４ 臨界技術第２課長は、前項の点検の終了後、次の各号に掲げる事項について、臨界ホ

ット試験技術部長に報告するとともに、原子炉主任技術者に通知しなければならない。 

(1) 受け入れた年月日 

(2) 点検の結果 

(3) 受け入れた燃料要素の種類及び数量 

(4) 貯蔵状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（燃料要素の貯蔵） 

第25条 臨界技術第２課長は燃料要素を貯蔵するときは、臨界に達しないようにするた

め、別表第９に掲げる貯蔵施設で行い、かつ、同表に掲げる制限量を超えて貯蔵しては

ならない。 

２ 臨界技術第２課長は、燃料要素を貯蔵するときは、貯蔵施設に施錠し、別表第９に掲

げる貯蔵場所に貯蔵上の注意事項を表示しなければならない。 

３ 臨界技術第２課長は、貯蔵施設に施錠し、燃料管理業務に従事する者以外の者が立ち

入る場合は、燃料管理業務に従事する者の指示に従わせなければならない。 

 

（燃料要素の貯蔵中の点検） 

第26条 臨界技術第２課長は、燃料要素の貯蔵中、６月間に１回、次の各号に掲げる事項

について、点検しなければならない。なお、点検においては、臨界に達しないように燃

料要素を取り扱わなければならない。 

(1) 貯蔵場所の異常の有無 

(2) 貯蔵設備の異常の有無 

(3) 燃料要素の数量 

(4) 燃料要素の保管状況 

 

（燃料要素の装荷） 

第27条 臨界技術第２課長は、燃料要素を炉心に装荷しようとするときは、次の各号に掲

げる事項について、点検しなければならない。なお、装荷においては、臨界に達しない

ように燃料要素を取り扱わなければならない。 

(1) 炉心証明書に記載された炉心配置であること。 

(2) 燃料要素に異常のないこと。 

２ 臨界技術第２課長は、燃料要素を炉心に装荷する場合において、新炉心を構成すると

きは、計測機器の監視要員を制御室に配置しなければならない。 

 

 

（燃料要素の貯蔵） 

第16条 臨界技術第２課長は燃料要素を貯蔵するときは、臨界に達しないようにするため、

別表第１に掲げる貯蔵施設で行い、かつ、同表に掲げる制限量を超えて貯蔵してはなら

ない。 

２ 臨界技術第２課長は、燃料要素を貯蔵するときは、貯蔵施設に施錠し、別表第１に掲

げる貯蔵場所に貯蔵上の注意事項を表示しなければならない。 

３ 臨界技術第２課長は、貯蔵施設に施錠し、燃料管理業務に従事する者以外の者が立ち

入る場合は、燃料管理業務に従事する者の指示に従わせなければならない。 

 

（燃料要素の貯蔵中の点検） 

第17条 臨界技術第２課長は、燃料要素の貯蔵中、６月間に１回、次の各号に掲げる事項

について、点検しなければならない。なお、点検においては、臨界に達しないように燃

料要素を取り扱わなければならない。 

(1) 貯蔵場所の異常の有無 

(2) 貯蔵設備の異常の有無 

(3) 燃料要素の数量 

(4) 燃料要素の保管状況 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条番号の繰上げ 

表番号の繰上げ 

 

表番号の繰上げ 

 

 

 

 

 

条番号の繰上げ 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉運転を行わないため

削除 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

（燃料要素の使用中の点検） 

第28条 臨界技術第２課長は、使用中の燃料要素に破損が生じた疑いがあるときは、燃料

要素を点検し、継続使用の可否を判定しなければならない。なお、点検においては、臨

界に達しないように燃料要素を取り扱わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（燃料要素の払出し） 

第29条 臨界技術第２課長は、所管する燃料要素を払い出したときは、次の各号に掲げる

事項について、臨界ホット試験技術部長に報告するとともに、原子炉主任技術者に通知

しなければならない。なお、払出しにおいては、臨界に達しないように燃料要素を取り

扱わなければならない。 

(1) 払い出した年月日 

(2) 払い出した燃料要素の種類、番号及び数量 

(3) 燃料要素の表面密度の結果 

 

（削る） 

 

 

 

 

（燃料要素の輸送容器への収納） 

第18条 臨界技術第２課長は、燃料要素を貯蔵施設から輸送容器に収納しようとするとき

は、次の各号に掲げる事項について確認し、１本ずつ収納しなければならない。 

(1) 輸送容器が燃料要素の運搬に適合していること 

(2) 輸送容器に異常がないこと 

(3) 収納しようとする燃料要素の番号及び数量 

(4) 収納しようとする燃料要素の外観 

 

（燃料要素の払出し） 

第19条 臨界技術第２課長は、所管する燃料要素を払い出したときは、次の各号に掲げる

事項について、臨界ホット試験技術部長に報告するとともに、廃止措置施設保安主務者

に通知しなければならない。なお、払出しにおいては、臨界に達しないように燃料要素

を取り扱わなければならない。 

(1) 払い出した年月日 

(2) 払い出した燃料要素の種類、番号及び数量 

(3) 燃料要素の表面密度の結果 

 

（燃料要素の情報の引渡し） 

第20条 臨界技術第２課長は、所管する燃料要素を払い出したときは、次の各号に掲げる

事項を示す情報を、払出先に引き渡さなければならない。 

(1) 払い出した燃料要素の構造、数量、種類及び性状 

(2) 払い出した燃料要素の使用履歴 

 

第４章 放射性廃棄物の保管 

（放射性廃棄物の保管） 

第21条 臨界技術第２課長は、ＴＣＡにおける放射性廃棄物のうち、ＴＣＡで保管する廃

棄物は、別表第２に掲げる保管場所において、制限量を超えないように保管しなければ

ならない。 

 

（放射性廃棄物の保管中の点検） 

第22条 臨界技術第２課長は、放射性廃棄物の保管中、３か月間に１回、固体廃棄物につ

燃料を使用しないため削除 

 

 

 

 

燃料要素の輸送容器への収

納について追加 

 

 

 

 

 

 

 

条番号繰上げ 

廃止措置に伴う変更 

 

 

 

 

 

 

燃料要素の情報の引渡しに

ついて追加 

 

 

 

 

放射性廃棄物の保管につい

て追加 

 

 

 

 

放射性廃棄物の保管中の点

検について追加 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

いて、保管場所の異常の有無及び廃棄物の保管状況を点検しなければならない。 

 

 

第５章 異常時の措置 

第１節 警報装置及び緊急停止連動装置が作動した場合の措置 

（警報装置が作動した場合の措置） 

第30条 ＴＣＡ運転長は、別表第３に掲げる警報装置が作動したときは、その原因及び状

況を調査し、正常状態に復帰させるための措置を講じるとともに、その状況を臨界技術

第２課長に通報しなければならない。 

この場合において、その原因が特定施設にあるときは、工務第１課長に通報しなければな

らない。 

２ 工務第１課長は、第１項の通報を受けたときは、正常状態に復帰するための措置を講

ずるとともに、その原因及び状況並びに講じた措置をＴＣＡ運転長に通報しなければな

らない。 

３ ＴＣＡ運転長は、前項の通報を受けた時は、その旨を臨界技術第２課長に通報しなけ

ればならない。 

４ 臨界技術第２課長は、第１項で作動した警報装置が正常状態に復帰できないときは、

警報原因の区分に応じた別表第10に示す措置を講じなければならない。 

 

（緊急停止連動装置が作動した場合の措置） 

第31条 ＴＣＡ運転長は、緊急停止連動装置が作動したときは、臨界技術第２課長、工務

第１課長及び放射線管理第２課長に通報するとともに、その原因及び状況を調査し、復

旧措置を講じなければならない。 

２ 工務第１課長は、前項の通報を受けた場合において、その原因が特定施設にあるとき

は、その原因及び状況を調査し、復旧措置を講ずるとともに、その原因及び状況並びに

講じた措置をＴＣＡ運転長に通報しなければならない。 

３ ＴＣＡ運転長は、前項の通報を受けた時は、その旨を臨界技術第２課長に通報しなけ

ればならない。 

 

（原子炉が計画外停止した場合の措置） 

第32条 臨界技術第２課長は、第31条に定める緊急停止連動装置が作動したとき、第30条

に定める警報装置が正常状態に復帰できずに原子炉を停止したとき、又は原子炉施設の

保安を確保する必要から計画外に原子炉を手動停止したとき（以下この編において「計

画外停止」という。）は、計画外停止となった原因を除去するための措置を講ずるとと

もに、次の各号に掲げる事項を確認しなければならない。 

(1) 作動した緊急停止連動装置又は警報装置の項目及びその原因 

(2) 中性子出力の正常な低下 

第５章 異常時の措置 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転がないため削除 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

(3) 安全板の完全挿入

(4) 炉心タンク内水の完全排水

２ 臨界技術第２課長は、原子炉が計画外停止したときは、放射線管理第２課長に通報し

なければならない。 

３ 放射線管理第２課長は、前項の通報を受けたときは、放射性物質の施設外及び施設内

への放出の有無を確認し、臨界技術第２課長に通報しなければならない。 

４ 臨界技術第２課長は、第１項の措置及び確認を行った場合並びに前項の通報を受けた

場合は、臨界ホット試験技術部長、原子炉主任技術者及び施設安全課長に通報しなけれ

ばならない。 

５ 臨界ホット試験技術部長は、前項の通報を受けたときは、所長に通報しなければなら

ない。 

（計画外停止後に原子炉を再起動する場合の措置） 

第33条 臨界技術第２課長は、原子炉が計画外停止した場合において、前条に規定する措

置を講じた結果、原子炉の運転を再開しようとするときは、次の各号に掲げる事項を確

認しなければならない。 

(1) 緊急停止連動装置及び警報装置が正常に復帰していること。

(2)作動した緊急停止連動装置又は警報装置の計器及び原子炉の運転に係る放射線測定

機器の指示が正常な値を示していること。 

(3) 第14条第１項及び第２項により確認した状態が維持されていること。

２ 臨界技術第２課長は、前項の確認ののち、原子炉を再起動する場合は、臨界ホット試

験技術部長の承認を受けなければならない。ただし、次の各号に該当する場合は、臨界

ホット試験技術部長の承認を受けないで原子炉を再起動することができる。

(1) ＴＣＡ施設外で電気事故が発生し、その事故の波及又は波及防止の措置として原子

炉を停止したとき。 

(2) 自然災害（地震を除く）が発生し、その波及防止の措置として原子炉を停止したと

き。 

３ 臨界ホット試験技術部長は、前項の承認をしようとするときは、原子炉主任技術者の

同意を得なければならない。 

第２節 点検等において異常を認めた場合の措置 

（点検等において異常を認めた場合の措置） 

第34条 臨界技術第２課長は、第14条の運転開始前の点検、第18条の運転停止後の点検並

びに第37条の地震後の点検の結果、異常を認めたときは、その原因及び状況を調査し、

正常状態に復帰させるための措置を講じなければならない。また、その異常が特定施設

に影響を及ぼすおそれのある場合は、工務第１課長に通報しなければならない。 

第１節 点検等において異常を認めた場合の措置 

（点検等において異常を認めた場合の措置） 

第23条 臨界技術第２課長は、第27条の地震後の点検の結果、異常を認めたときは、その

原因及び状況を調査し、正常状態に復帰させるための措置を講じなければならない。ま

た、その異常が特定施設に影響を及ぼすおそれのある場合は、工務第１課長に通報しな

ければならない。 

節番号繰上げ 

条番号繰上げ、運転に係る

記載の削除 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

２ 工務第１課長は、第14条の運転開始前の点検、第17条の原子炉運転中の巡視、第18条

の原子炉停止後の点検、第23条の原子炉停止中の巡視並びに第37条の地震後の点検の結

果、異常を認めたときは、その原因及び状況を調査し、正常状態に復帰させるための措

置を講じるとともに臨界技術第２課長に通報しなければならない。 

３ 臨界技術第２課長は、前項の通報を受けた場合、第２編第56条の定めにより放射線管

理第２課長から異常を認めた旨の通報を受けた場合及び第１項の調査の結果、その異常

が原子炉の運転に支障を及ぼすと認めるときは、原子炉の運転中にあっては原子炉を停

止するとともに、臨界ホット試験技術部長及び原子炉主任技術者に通報しなければなら

ない。 

４ 臨界ホット試験技術部長は、前項の通報を受けたときは、所長に通報しなければなら

ない。 

（火災発生時の措置） 

第34条の２ 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、施設に火災が

発生した場合は、第１編第40条に基づき関係者に通報するとともに、施設の安全を確保

するための早期消火及び延焼の防止に努めなければならない。 

２ 火災鎮火後、臨界技術第２課長は本体施設を、工務第１課長は特定施設を、放射線管

理第２課長は放射線管理施設を、それぞれ施設の損傷の有無を確認しなければならな

い。 

３ 工務第１課長及び放射線管理第２課長は、前項の確認の結果を臨界技術第２課長に通

報しなければならない。 

４ 臨界技術第２課長は、第２項の確認を行ったとき及び前項の通報を受けたときは、臨

界ホット試験技術部長及び危機管理課長に通報しなければならない。 

２ 工務第１課長は、第15条の巡視並びに第27条の地震後の点検の結果、異常を認めたと

きは、その原因及び状況を調査し、正常状態に復帰させるための措置を講じるとともに

臨界技術第２課長に通報しなければならない。 

３ 臨界技術第２課長は、前項の通報を受けた場合、第２編第56条の定めにより放射線管

理第２課長から異常を認めた旨の通報を受けた場合及び第１項の調査の結果、その異常

がＴＣＡの保安に支障を及ぼすと認めるときは、臨界ホット試験技術部長及び廃止措置

施設保安主務者に通報しなければならない。 

４ 臨界ホット試験技術部長は、前項の通報を受けたときは、所長に通報しなければなら

ない。 

（火災発生時の措置） 

第24条 臨界技術第２課長、工務第１課長及び放射線管理第２課長は、施設に火災が発生

した場合は、第１編第40条に基づき関係者に通報するとともに、施設の安全を確保する

ための早期消火及び延焼の防止に努めなければならない。 

２ 火災鎮火後、臨界技術第２課長は本体施設を、工務第１課長は特定施設を、放射線管理

第２課長は放射線管理施設を、それぞれ施設の損傷の有無を確認しなければならない。 

３ 工務第１課長及び放射線管理第２課長は、前項の確認の結果を臨界技術第２課長に通

報しなければならない。 

４ 臨界技術第２課長は、第２項の確認を行ったとき及び前項の通報を受けたときは、臨

界ホット試験技術部長及び危機管理課長に通報しなければならない。 

条番号繰上げ、運転に係る

記載の削除 

ＴＣＡ廃止措置に伴う変更 

条番号繰上げ 

第３節 燃料要素に異常を認めた場合の措置 

（燃料要素に異常を認めた場合の措置） 

第35条 臨界技術第２課長は、燃料要素に異常を認めたときは、次の各号に掲げる措置を

講ずるとともに、その状況を臨界ホット試験技術部長に報告するとともに、原子炉主任

技術者に通知しなければならない。 

(1) 異常な燃料要素と正常な燃料要素とを区分し、識別の容易な措置を講ずること。

(2) 汚染があるときは、放射線管理第２課長と協議して放射線管理上の措置を講ずるこ

と。 

（燃料要素の紛失を発見した場合の措置） 

第36条 臨界技術第２課長は、燃料要素の紛失を発見したときは、臨界ホット試験技術部

長及び原子炉主任技術者に通報しなければならない。 

第２節 燃料要素に異常を認めた場合の措置 

（燃料要素に異常を認めた場合の措置） 

第25条 臨界技術第２課長は、燃料要素に異常を認めたときは、次の各号に掲げる措置を講

ずるとともに、その状況を臨界ホット試験技術部長に報告するとともに、廃止措置施設

保安主務者に通知しなければならない。 

(1) 異常な燃料要素と正常な燃料要素とを区分し、識別の容易な措置を講ずること。

(2) 汚染があるときは、放射線管理第２課長と協議して放射線管理上の措置を講ずるこ

と。 

（燃料要素の紛失を発見した場合の措置） 

第26条 臨界技術第２課長は、燃料要素の紛失を発見したときは、臨界ホット試験技術部

長及び廃止措置施設保安主務者に通報しなければならない。 

節番号繰上げ 

条番号繰上げ 

ＴＣＡ廃止措置に伴う変更 

条番号繰上げ 

ＴＣＡ廃止措置に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

  

第４節 地震後の措置 

（地震後の措置） 

第37条 震度４以上の地震が発生したときは、臨界技術第２課長は本体施設を、工務第１

課長は特定施設を、放射線管理第２課長は放射線管理施設をそれぞれ点検し、ＴＣＡの

保安に影響がないことを確認しなければならない。 

２ 工務第１課長及び放射線管理第２課長は、前項の点検の結果を臨界技術第２課長に通

報しなければならない。 

３ 臨界技術第２課長は、第１項の確認を行ったとき及び前項の通報を受けたときは、臨

界ホット試験技術部長及び危機管理課長に通報しなければならない。 

 

第３節 地震後の措置 

（地震後の措置） 

第27条 震度４以上の地震が発生したときは、臨界技術第２課長は本体施設を、工務第１

課長は特定施設を、放射線管理第２課長は放射線管理施設をそれぞれ点検し、ＴＣＡの

保安に影響がないことを確認しなければならない。 

２ 工務第１課長及び放射線管理第２課長は、前項の点検の結果を臨界技術第２課長に通

報しなければならない。 

３ 臨界技術第２課長は、第１項の確認を行ったとき及び前項の通報を受けたときは、臨

界ホット試験技術部長及び危機管理課長に通報しなければならない。 

 

節番号繰上げ 

 

条番号繰上げ 

 

第５節 勤務時間外に異常が発生した場合の措置 

（勤務時間外に異常が発生した場合の措置） 

第38条 勤務時間外において、第１編第40条第２項の定めにより異常が発生した旨の通報

を受けた者は、現場に赴き、又は第１編第39条第１項第３号において定める連絡系統に

より関係者を動員し、その原因及び状況を調査するとともに、正常な状態に復帰させる

ための措置を講じ、かつ、その原因及び状況を臨界技術第２課長に通報しなければなら

ない。 

２ 臨界技術第２課長は、前項の通報を受けた場合において、その異常がＴＣＡの運転に

支障を及ぼすと認めたときは、臨界ホット試験技術部長及び原子炉主任技術者に通報し

なければならない。 

３ 臨界ホット試験技術部長は、前項の通報を受けたときは、ＴＣＡの保安に必要な措置

を講ずるよう指示するとともに、その異常がＴＣＡの保安に重大な影響があると認めた

ときは、所長に通報しなければならない。 

 

第６節 非常事態又は非常事態に発展するおそれのある場合の措置 

（非常事態又は非常事態に発展するおそれのある場合の措置） 

第39条 臨界技術第２課長は、第５章第１節から第５節の規定において、当該異常の状況

が非常事態又は非常事態に発展するおそれがあると認めたときは、第１編第40条第３項

及び第42条第２項の定めにより措置しなければならない。 

 

第６章 放射線管理 

（管理区域の区分） 

第40条 ＴＣＡに係る管理区域の区分は、別図第２に示すとおりとする。 

 

 

第４節 勤務時間外に異常が発生した場合の措置 

（勤務時間外に異常が発生した場合の措置） 

第28条 勤務時間外において、第１編第40条第２項の定めにより異常が発生した旨の通報

を受けた者は、現場に赴き、又は第１編第39条第１項第３号において定める連絡系統に

より関係者を動員し、その原因及び状況を調査するとともに、正常な状態に復帰させる

ための措置を講じ、かつ、その原因及び状況を臨界技術第２課長に通報しなければなら

ない。 

２ 臨界技術第２課長は、前項の通報を受けた場合において、その異常がＴＣＡの保安に

支障を及ぼすと認めたときは、臨界ホット試験技術部長及び廃止措置施設保安主務者に

通報しなければならない。 

３ 臨界ホット試験技術部長は、前項の通報を受けたときは、ＴＣＡの保安に必要な措置

を講ずるよう指示するとともに、その異常がＴＣＡの保安に重大な影響があると認めた

ときは、所長に通報しなければならない。 

 

第５節 非常事態又は非常事態に発展するおそれのある場合の措置 

（非常事態又は非常事態に発展するおそれのある場合の措置） 

第29条 臨界技術第２課長は、第５章第１節から第４節の規定において、当該異常の状況

が非常事態又は非常事態に発展するおそれがあると認めたときは、第１編第40条第３項

及び第42条第２項の定めにより措置しなければならない。 

 

第６章 放射線管理 

（管理区域の区分） 

第30条 ＴＣＡに係る管理区域の区分は、別図第２に示すとおりとする。 

 

 

節番号繰上げ 

 

条番号繰上げ 

 

 

 

 

ＴＣＡ廃止措置に伴う変更 

ＴＣＡ廃止措置に伴う変更 

 

 

 

 

 

節番号繰上げ 

 

条番号及び節番号繰上げ 

 

 

 

 

 

条番号繰上げ 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

（放射線測定機器） 

第41条 第２編第38条第１項に定めるＴＣＡに係る放射線測定機器は、別表第11及び別表

第12に掲げるとおりとする。 

 

（放射線測定機器の警報装置の作動条件） 

第42条 放射線管理第２課長は、別表第13に掲げるところにより警報装置が作動するよう

設定しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（放射線測定機器） 

第31条 第２編第38条第１項に定めるＴＣＡに係る放射線測定機器は、別表第３及び別表

第４に掲げるとおりとする。 

 

（放射線測定機器の警報装置の作動条件） 

第32条 放射線管理第２課長は、別表第５に掲げるところにより警報装置が作動するよう

設定しなければならない。 

 

第７章 保安教育 

（保安教育項目のうち原子炉施設の構造､性能及び運転に関することの教育内容） 

第33条 第１編別表第５に定める保安教育項目のうち原子炉施設の構造、性能及び運転に

関することの教育内容は、別表第６に掲げるとおりとする。 

 

 

条番号及び表番号繰上げ 

 

 

 

条番号及び表番号繰上げ 

 

 

ＴＣＡ廃止措置に伴う追加 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

別表第１ 炉心構成の条件（第２条関係） 

項 目 条 件 

(1) 燃料要素の最大挿入量と炉心の減速材と燃料体と

イ １領域炉心

1) 2.6w/o濃縮ＵＯ２で構成される炉心

最大挿入量  720 本 

減速材と燃料体との体積比  1.50,1.83,2.48,3.00 

2) 2.7w/o富化PuＯ２-ＵＯ２で構成される炉心

最大挿入量  592 本 

減速材と燃料体との体積比 

ロ ２領域炉心

1) 2.6w/o濃縮ＵＯ２と3.2w/o濃縮ＵＯ２(Ⅰ型)

で構成される炉心 

a) 2.6w/o濃縮ＵＯ２で構成される領域

最大挿入量  720 本 

減速材と燃料体との体積比  1.50,1.67,1.83 

b) 3.2w/o濃縮ＵＯ２(Ⅰ型)で構成される領域

最大挿入量  200 本 

減速材と燃料体との体積比  1.50,1.56 

2) 2.6w/o濃縮ＵＯ２と3.2w/o濃縮ＵＯ２(Ⅱ型)

で構成される炉心（四角格子炉心） 

a) 2.6w/o濃縮ＵＯ２で構成される領域

最大挿入量  720 本 

減速材と燃料体との体積比  1.44 

b) 3.2w/o濃縮ＵＯ２(Ⅱ型)で構成される領域

最大挿入量  441 本 

減速材と燃料体との体積比  0.56,0.75,1.00,1.42 

3) 2.6w/o濃縮ＵＯ２と3.2w/o濃縮ＵＯ２(Ⅱ型)

で構成される炉心（三角格子炉心） 

a) 2.6w/o濃縮ＵＯ２で構成される領域

最大挿入量  720 本 

減速材と燃料体との体積比  1.44 

b) 3.2w/o濃縮ＵＯ２(Ⅱ型)で構成される領域

最大挿入量  397 本 

減速材と燃料体との体積比  0.56,1.42 

4) 2.6w/o濃縮ＵＯ２と2.7w/o富化PuＯ２-ＵＯ２

で構成される炉心 

a) 2.6w/o濃縮ＵＯ２で構成される領域

最大挿入量  720 本 

減速材と燃料体との体積比  1.83 

b) 2.7w/o 富化 PuＯ２-ＵＯ２で構成される領域

最大挿入量  592 本 

減速材と燃料体との体積比  1.77,2.98 

5) 2.6w/o 濃縮ＵＯ２と 4.9w/o 富化 PuＯ２-ＵＯ

（削る） 関係条項削除のため 



原子力科学研究所原子炉施設保安規定 新旧対照表（第８編 ＴＣＡの管理） 

Ⅷ－20 
 

変 更 前 変 更 後 備 考 

    で構成される炉心   

    a) 2.6w/o 濃縮ＵＯ２で構成される領域   

      最大挿入量  720 本 

      減速材と燃料体との体積比  1.50 

    b) 4.9w/o 富化 PuＯ２-ＵＯ２で構成される領域   

      最大挿入量  100 本 

      減速材と燃料体との体積比  2.40,2.96 

   6)  2.6w/o 濃縮ＵＯ２と実験用燃料要素で構成さ   

    れる炉心   

    a) 2.6w/o 濃縮ＵＯ２で構成される領域   

      最大挿入量  720 本 

      減速材と燃料体との体積比  1.83,2.48 

    b) 実験用燃料要素で構成される領域   

      最大挿入量  100 本 

      領域の体積  臨界状態にある炉心構成

   いて、炉心全体の体積の

   以下。ただし、この場合

   心体積とは、１単位格子

   める体積（１燃料要素

   燃料要素あたりの減速材

   めた体積）に燃料要素数

   じたものとする。 

 (2) 最大過剰反応度（模擬ポイズン、模擬ボイド等炉   

  されているもので、運転中に原子炉の反応度に影響   

  おそれのないものの等価反応度以外の潜在反応度を   

  イ ウラン燃料装荷炉心  0.5 %Δk/k 及び 0.8 ドル

  ロ プルトニウム燃料装荷炉心  0.4 %Δk/k 及び 0.8 ドル

  ハ ウラン燃料及びプルトニウム燃料混合装荷炉心  0.8 ドル以下 

 (3) 安全板の負反応度  停止余裕１%Δk/k 以上 

 (4) 臨界水位  40cm 以上 

 (5) 臨界近くの反応度付加率  0.02 %Δk/k/s 以下 

 (6) 実験制御棒（使用する場合に限る。）の等価反応  0.4 %Δk/k 以下 

 (7) 液体ポイズン濃度  溶解度の５分の１以下 

 (8) 減速材温度  80゜Ｃ以下 

 (9) 燃料要素の濃縮度   

  (ｲ) ２３５Ｕ  90 w/o 以下 

  (ﾛ) ２３９Ｐu  92 w/o 以下 

 (10)高速給水停止スイッチ設定値  Keff＝0.9 以下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



原子力科学研究所原子炉施設保安規定 新旧対照表（第８編 ＴＣＡの管理） 

Ⅷ－21 
 

変 更 前 変 更 後 備 考 

別表第２ 緊急停止連動装置の作動条件（第 12 条関係） 

項       目 作      動      条      件 

 短炉周期＊ 
 起動系炉周期が１０秒以下になったとき。（2 out of 3） 

 運転系炉周期が１０秒以下になったとき。 

 高中性子束 
 中性子束レベルが各測定レンジの１００％を超えたとき。 

 中性子束レベルが２００Ｗ相当値を超えたとき。 

 炉心タンク高水位 

 炉心タンク水位が運転水位制限スイッチ（上段）に達した

とき。 

 炉心タンク水位が後備水位制限スイッチに達したとき。 

 炉室扉開放  炉室入口扉が開いたとき。 

 電源異常 
 中性子検出器高圧電源規定値低下割合が４０％を超えたと

き。 

 地震  地震加速度が水平方向に 0.25 m/s２ を超えたとき。 

 手動スクラム  手動スクラムボタンを押したとき。 

＊解除の条件：臨界未満状態でパルス中性子実験を行うことを目的とすること。 

 

別表第３ 警報装置の作動条件（第 13 条関係） 

項       目 作      動     条      件 

 短炉周期＊  原子炉周期が１５秒以下になったとき。 

 高中性子束  中性子束レベルが各測定レンジの 80％を超えたとき。 

 低中性子束指示 

 中性子計数率が３ｓ－１以下になったとき。 

 中性子束レベルが各測定レンジの 10％以下になったと

き。 

 炉心タンク高水位  運転水位制限スイッチの下段スイッチに達したとき。 

 ダンプタンク高水位  ダンプタンクの水位が設定値（約８ｍ３）を超えたとき。 

 高電導度 
 炉心タンクの水の電導度が４μS/cm を超えたとき。 

 ダンプタンクの水の電導度が４μS/cm を超えたとき。 

 水モニタ高指示  ダンプタンクの水モニタの指示が設定値を超えたとき。 

 炉室扉施錠不完全  炉室扉が開いたとき。 

 操作空気圧不十分  操作空気圧が 0.39 MPa 以下になったとき。 

 廃水ピット高水位  廃水ピットの水位が設定値を超えたとき。 

 廃水タンク高水位  廃水タンクの水位が設定値（約１７ｍ３）を超えたとき。 

＊解除の条件：臨界未満状態でパルス中性子実験を行うことを目的とすること。 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係条項削除のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係条項削除のため 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

別表第４ 原子炉の起動時に正常に作動しているべき施設・設備（第14条関係） 

施             設 設       備 

  
 原子炉本体 

 炉心 

   炉心タンク 

 本体施設  原子炉冷却系統施設  ダンプタンク 

(臨界技術第２課

長) 

 計測制御系統施設 

 中性子計測設備 

  炉心タンク水位計 

   制御設備 

   緊急停止連動装置 

  
 放射性廃棄物の廃棄施設 

 気体廃棄設備 

 特定施設  液体廃棄設備 

(工務第１課長) 

 その他原子炉の附属施設 

 受変電設備 

   非常用電源設備 

   空気圧縮設備 
 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

関係条項削除のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第５ 原子炉運転後の本体施設及び特定施設の点検（第18条関係） 
 

施    設 設  備  等 確認すべき設備状態 

 本体施設 

 計測制御系給電盤  電源断 
(臨界技術第２課

長) 

 

  受変電設備  商用電源電圧 

 特定施設  非常用電源設備  機器の停止 

(工務第１課長)  気体廃棄設備  排風機の作動状態 

  液体廃棄設備  貯槽の水位 

  空気圧縮設備  電源断 

関係条項削除のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第６ （削除） 

別表第７ （削除） 

別表第８ （削除） 

 

 

 

 

 

（削る） 

（削る） 

（削る） 

 

 

記載の適正化 

記載の適正化 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

別表第９ 貯蔵施設における燃料要素の貯蔵制限量（第25条関係） 

  種      類 
      貯 蔵 施 設 

制限量 
貯蔵場所 貯 蔵 設 備 

ウラン、プルトニウ

ム、及びトリウム 
 燃料貯蔵室 

 燃料要素格納容器 20

個 
１０トン 

 

別表第１ 貯蔵施設における燃料要素の貯蔵制限量（第16条関係） 

  種      類 
      貯 蔵 施 設 

制限量 
貯蔵場所 貯 蔵 設 備 

ウラン、プルトニウ

ム、及びトリウム 
 燃料貯蔵室 

 燃料要素格納容器 20

個 
１０トン 

 

表番号及び条番号繰上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第10 警報装置が復帰できなかったときの措置（第30条関係） 

警報原因の区分 措置 警報装置の項目 運転継続又は停止の条件 

  

運転停

止 

短炉周期    －－－－－－－－－ 

  高中性子束    －－－－－－－－－ 

  
低中性子束指示 

ただし、臨界未満状態での運

転を行う場合は運転継続 

原子炉施設の保安

に 

ダンプタンク高水

位 
  －－－－－－－－－ 

影響を及ぼすと考

え 
水モニタ高指示 

ただし、出力運転を行う場合

は運転継続 

られる場合 

高電導度 

ただし、可溶性吸収体を使用

した運転を行う場合は運転継

続 

  炉室扉施錠不完全    －－－－－－－－－ 

  操作空気圧不十分    －－－－－－－－－ 

  廃水ピット高水位    －－－－－－－－－ 

  廃水タンク高水位    －－－－－－－－－ 

原子炉施設の保安

に 運転継

続 
炉心タンク高水位 正常状態であるため運転継続 

影響を与えない場

合 

 

 

 

別表第２ 放射性廃棄物の保管場所（第21条関係） 

放射性廃棄物 保 管 場 所 制 限 量 

固体廃棄物 作業室 200ℓドラム缶換算 14 個 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性廃棄物の保管場所を

追加 

 

 

 

関係条項削除のため 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

別表第11 放射線測定機器及び測定箇所（第41条関係） 

機器種別 測定箇所 指示範囲 数量 使 用 方 法 測定線種 

排気ダスト 

モニタ
排気口 10－１ ～10５ s－１ １ 

排気中の放射性塵埃濃

度の連続監視に用い

る。 

ベータ線 

ガンマ線 

エリアモニ

タ 
施設内 

10－１～10５ 

μSv/h 
３ 

管理区域内の線量当量

率の連続監視に用いる。 

ガンマ線 

中性子線 

エリアモニ

タ

10－１ ～10５ s－１ １ 中性子線 

別表第12 放射線測定機器及び設置箇所（第41条関係） 

機 器 種 別 設置箇所 数量 使 用 方 法 測定線種 

ハンドフットクロスモニ

タ

管理区域 

出入口 
１ 

手、足、衣服等の表面密度

の測定に用いる。 
ベータ線 

表面汚染検査用サーベイ 

メータ

施設内 

各２ 
床及び機器等の表面密度 

の測定に用いる。 

アルファ線

ベータ線 

ガンマ線サーベイメータ ２ 線量当量率の測定に用い

る。 

ガンマ線 

中性子線サーベイメータ １ 中性子線 

別表第13 放射線測定機器の警報装置の作動条件（第42条関係） 

測定機器 測定対象 測定線種 警報装置の作動条件 

 排気ダストモニタ 
 排気口の放射性 

ベータ線 
 １日平均して 

 塵埃の濃度    4×10－６ Bq/cm３以上 注） 

エリアモニタ
 作業環境の線量 ガンマ線 

 警報設定値に達したとき 
 当量率 中性子線 

注）警報装置の作動条件の値は、バックグラウンドを除く値とする。なお、この値より

低い値で作動させることができるものとする。 

別表第３ 放射線測定機器及び測定箇所（第31条関係） 

機器種別 測定箇所 指示範囲 数量 使 用 方 法 測定線種 

排気ダスト 

モニタ
 排気口 10－１～10５ s－１ １ 

排気中の放射性塵埃濃

度の連続監視に用い

る。 

ベータ線 

ガンマ線 

エリアモニ

タ 

 施設内 
10－１～10５ 

μSv/h 
３ 

管理区域内の線量当量

率の連続監視に用いる。
ガンマ線 

（削る） 

別表第４ 放射線測定機器及び設置箇所（第31条関係） 

機 器 種 別 設置箇所 数量 使 用 方 法 測定線種 

ハンドフットクロスモニ

タ 

管理区域 

出入口 
1 

手、足、衣服等の表面

密度の測定に用いる。 
 ベータ線 

 表面汚染検査用サーベイ 

メータ

施設内 

各２ 
床及び機器等の表面 

密度の測定に用いる。 

アルファ線

ベータ線

 ガンマ線サーベイメータ 2 線量当量率の測定に用

いる。 

 ガンマ線 

中性子線サーベイメータ＊ 1 中性子線 

＊ＴＣＡの施設内に燃料要素が存在しない場合は不要とする。 

別表第５ 放射線測定機器の警報装置の作動条件（第32条関係） 

測定機器 測定対象 測定線種 警報装置の作動条件 

 排気ダストモニタ 
 排気口の放射性 

ベータ線 
 １日平均して 

 塵埃の濃度    4×10－６ Bq/cm３以上 注） 

エリアモニタ
 作業環境の線量 

ガンマ線  警報設定値に達したとき 
 当量率 

注）警報装置の作動条件の値は、バックグラウンドを除く値とする。なお、この値より低

い値で作動させることができるものとする。 

表番号及び条番号の繰上げ 

ＴＣＡ廃止措置に伴う放射

線測定機器の見直し 

表番号及び条番号の繰上げ 

ＴＣＡ廃止措置に伴う放射

線測定機器の見直し 

表番号及び条番号の繰上げ 

ＴＣＡ廃止措置に伴う放射

線測定機器の見直し 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

別表第６ 保安教育の教育内容（第33条関係） 

保安教育項目 教育内容 

原子炉施設の構造、

性能及び運転に関す

ること 

廃止措置計画に関すること。 

主要な設備の構造、機能及び性能に関すること。 

主要な設備の運転管理及び保守管理（機能停止措置及び工事計

画を含む。）に関すること。 

異常時の措置に関すること。 

廃止措置に伴う追加 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

別図第１保全区域（第６条関係） 別図第１保全区域（第２条関係） 条番号繰上げ 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

別図第２（その１）   ＴＣＡ１階平面図（第 40 条関係） 

別図第２（その２）   ＴＣＡ地階平面図（第 40 条関係） 

（図省略） 

別図第２（その１）   ＴＣＡ１階平面図（第 30 条関係） 

別図第２（その２）   ＴＣＡ地階平面図（第 30 条関係） 

（変更なし） 

条番号繰上げ 

記載の適正化 

条番号繰上げ 
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